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研究戦略室

Ⅰ 中期目標期間の実績概要 

１．組織の特徴 

（１）目的

研究戦略室は，本学における研究の効率的かつ円滑な推進を図ることを目的に平成 13

年 11月に設置された企画立案組織である。その具体的ミッションは，大学全体に係る研

究戦略の企画・立案・調整，研究に係る情報収集の統括，研究資源の導入，研究成果の

広報，研究に係る機動的対応を要する事項への対応等の研究支援業務の統括である。 

（２）特徴

大学における研究は個々の研究者の自由な発想に基づいて実施されることを原則とし

ながら，大学として戦略的に研究を推進し，その支援体制を確立するために，教員・事

務職員等の横断的な融合組織で研究戦略の企画・立案・調整にあたっている。また，研

究成果の産業界への還元の観点から，産学連携推進本部とも密接に連携しながら運営を

行っている。 

（３）体制

研究戦略室は，研究担当理事・副学長を室長とし，本学専任教員からなる研究企画員

のうち１名および研究推進部長を室長補佐としている。研究戦略の企画・立案・調整に

は学内の広い学術分野の視点を網羅した議論が必要であるため，室長および研究企画員

が幅広い観点から議論を行う体制としている。研究戦略室会議の下には研究基盤部門・

研究推進部門・社会連携部門の３部門を設置して，機動的な運営を可能としている。 

（資料１）研究戦略室について 

出典：本学ホームページ 
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２．実績の概要 

（１）フロンティア研究機構及びソリューション研究機構における業績

平成 22 年度に，４附置研究所と像情報工学研究所で構成する「統合研究院」を設置

し，その下に，オープンイノベーションを目的とした「フロンティア研究機構」及び

「ソリューション研究機構」を設置し，研究を推進した結果，トムソン・ロイター引

用栄誉賞，京都賞，ガードナー国際賞（平成 22-26年度），国際生物学賞，慶應医学賞，

文化功労者（平成 27 年度）など，その業績は高く評価された。 

（２）ライフ・エンジニアリング機構における業績

平成 22 年 11月に，全学横断的教育・研究組織として，既存組織である「環境エネ

ルギー機構」「イノベーション推進体」に加え，医療・健康・安心安全の分野において

イノベーションをもたらす学際的な研究開発を実施する部局横断型の全学的組織とし

て「ライフ・エンジニアリング機構」を設置し, ケミカルバイオロジー，再生医療，

低侵襲手術用ロボット，BMI（Brain-Machine Interface）技術，生体用材料の開発等，

様々な分野において大きな成果を上げた。 

（３）環境エネルギーイノベーション棟の活用と次世代エネルギーについての社会発信

平成 24 年度に，地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を約 60％以上削減し，棟

内で消費する電力をほぼ自給自足できるエネルギーシステムを持つ環境エネルギーイ

ノベーション棟を竣工し，この棟の活用により次世代エネルギーの在り方を広く社会

に発信した。本棟は，低炭素社会に配慮した建築，設備のモデルとして高く評価され

「2012 グッドデザイン賞」を受賞した。 

（４）文部科学省のプロジェクト，プログラムによる研究組織の設置と研究の推進

これまで行ってきた研究の成果が高く評価され，以下の組織を設置した。 

○「元素戦略研究センター」（平成 24年８月）

○「地球生命研究所」（平成 24年 12月）

○「『以心電心』ハピネス共創研究推進機構」（平成 27年４月）（平成 25年のトライア

ルを経て昇格）

（５）「科学技術創成研究院」の設置構想 

既存の研究所や研究センター等を改組し，新たな４研究所と２研究センター及び具

体的で先進的な研究ユニットからなる「科学技術創成研究院」の平成 28年４月１日の

設置を決定した。 

（６）「地球生命研究所」（ELSI）の EON（ELSI Origins Network）プロジェクト開始 

「地球生命研究所」において，米国のジョン・テンプルトン財団から，総額 550万

ドル（約６億７千万円）の研究資金を獲得した。これを基に，研究所がハブとなり生

命起源に関わる世界中の研究者同士をつなぐネットワークの強化と拡大を目的とする

「EON（ELSI Origins Network）プロジェクト」を開始した。 
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Ⅱ 特記事項 

１．優れた点 

（１）世界的研究拠点形成の推進

融合領域・新規領域の開拓に取組み，研究戦略室及び研究戦略推進センターの戦略

立案・コーディネート機能により，平成24年度に東工大元素戦略拠点が，元素戦略プ

ロジェクト＜研究拠点形成型＞の電子材料領域の拠点として，採択された。

研究戦略推進センターのコーディネート機能により，平成24年度に，地球生命研究

所がWPIに採択され，研究活動を推進した結果，高い研究成果を生み出し，平成27年度

に米国財団から研究資金を獲得した。 

リサーチアドミニストレーター（URA）など研究支援人材の拡充を図り，平成25年度

にCOIトライアルとして採択された活動を推進した結果，平成27年度にCOI-STREAM『以

心電心』ハピネス共創社会構築拠点が本格拠点に昇格した。 

（２）フロンティア研究機構における業績

フロンティア研究機構の教員が，京都賞，トムソン・ロイター引用栄誉賞，ガード

ナー国際賞，国際生物学賞を受賞し，施設整備費補助金を獲得するなど高い評価を受

けた。 

（３）科学研究費補助金の獲得実績の向上

研究戦略室及び研究戦略推進センターによる各種支援策により，活発な研究活動が

実施され，その結果，第２期中の科学研究費補助金の獲得状況は，平成21年度（第１

期最終年度）と比較し，獲得金額で平均5.0％増と高い水準を達成している。 

（４）研究面での社会連携，産学連携，大学等の研究機関との連携の強化

産学連携推進本部において共同研究，受託研究等の技術移転活動を推進した結果，

共同研究受入件数および共同研究収入が第２期期間をとおして順調に増え，最終年度

の平成27年度には，第１期最終年度の平成21年度に比べ，受入件数で67.6%増，共同研

究収入でも6.7%増の実績を上げた。 

（５）研究基盤の強化

平成25年度採択の「研究大学強化促進事業」の経費を活用し，全学共用設備の充実，

派遣招へい支援，論文作成支援等を実施し，基礎的・基盤的・萌芽的領域における研

究を強化した。 

研究基盤の整備・更新計画のマスタープランを策定し，これに基づき設備導入を進

めるとともに予算要求を行い，経費を獲得し，研究環境整備を進めた。 

TSUBAME2.0 の運用開始から，常に性能向上，省エネ稼働に努め，世界トップクラス

のスパコンとして本学の研究情報基盤を継続的に充実している。 

外部資金に伴う間接経費獲得に貢献する教員に対し，職員報奨金に加えた更なるイ

ンセンティブについて検討を行い，平成 23年度より学長裁量スペースの研究利用に関

するルールを整備し，実施に移した。 
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２．特色ある点 

（１）基礎的・基盤的分野の研究成果の評価

優れた若手研究者を本学において審査し，表彰する挑戦的研究賞について，平成 22

年度より新たに，特に優れた研究内容を表彰する学長特別賞を設けた。 

東工大基金の研究への活用を検討し，「研究の種発掘」支援，「『東工大の星』支援

(STAR)」，末松賞「研究の種発掘」支援を新設するなど，基金を活用したインセンティ

ブ付与のための取組を開始した。 

また，活発な研究活動を推進し，本学の研究拠点形成，イノベーション創出を目指

す研究支援を検討した結果，「研究戦略室による研究支援」を新設した。 

（２）長期的な観点に立脚した基礎的・基盤的・萌芽的領域の研究の強化

環境エネルギー機構を設置し，第４期科学技術基本計画に対応したエネルギーの安

定的確保とエネルギー利用の効率化に関連する研究を推進した。 

（３）機動的研究組織の構築

本学独自の取組である研究改革の一環として，平成 27年度に，科学技術創成研究院

及びグローバル水素エネルギー研究ユニットの創設を決定した。 
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Ⅲ 次期中期目標期間に向けた課題等

（１） 若手研究者への支援

  本学は，第２期中期目標期間を通し，多様な社会の要求に適時に応え，複雑に変化す

る研究分野を常に先導し続けるため，長期的観点での基礎的・基盤的・萌芽的領域にお

ける研究の強化に取り組んできた。次期中期目標期間においては，この取組みを継続す

るとともに，これらの領域における若手研究者等の取組みを，挑戦的研究賞の授与，「研

究の種発掘」支援等により引き続き支援する。 

（２） 国際競争力の高い研究および国際共同研究の推進

各種の世界大学ランキングにおける順位の伸び悩みや，論文の量と質の低迷が懸念さ

れる。これらを克服するためには，国際共著論文の増加や全論文に対する国際共著論文

比率の向上などにより，国際的な存在感を高めることが課題である。このため，国際共

同研究を従来以上に活発に行うとともに，海外から共同研究のパートナーとして選ばれ

るため研究水準の維持・向上に努める。さらに，国際共同研究や国際共著論文の増加の

ため，外国人研究者の招へいや雇用を推進する。 

さらに，リサーチアドミニストレーター（URA）等を活用し，大学における教育・研究

活動の成果を，ホームページやプレスリリースなど多様なメディアを通じて国内外に積

極的に発信する。 

（３）URA等による研究マネジメントの強化

URA や産学連携コーディネーター等の専門人材を活用して，競争的研究資金への応募に

あたっての教員への関連情報の提供・アドバイスの実施等による外部資金獲得支援の機

能を強化する。また，企業等の研究者や連携窓口との密接なコミュニケーションにより

企業等のニーズと本学教員とのマッチング等を図り，産学連携や国際共同研究のコーデ

ィネート機能等を充実する。 

（４）設備共用化とその支援体制の確立

  学術研究設備を中・長期的な視野の下で計画的に整備し，適切に管理運営することを

目的に，2008年「東京工業大学における設備マスタープラン」を策定し，毎年度改定を

行っているところであるが，共用化の観点を入れるため，新たに担当部会等を設置し，

設備共用化の具体的な計画を策定する。 

  また，設備等の共用化システムを整備し，学内外からの利用をめざすとともに，教員

及び事務支援員で構成する支援組織を確立する。 

≪第 1 期中期目標期間において抽出した課題の改善状況≫ 

（１）長期的な観点に立脚した基礎的・基盤的・萌芽的領域の研究の強化 

研究戦略室の設置と活動によって，学内の研究資源をもとに研究者を組織化し，それ

らへの重点的な支援を行うことに対する認識は得られたが，こうした研究の重点化は競
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争的資金や外部資金の裏付けのある領域に偏重してきたきらいは否定しがたい。こうし

た領域の研究は，学内の多彩・多様な研究成果の上に成り立っていることを考えると，

本学の研究を持続可能な形で強化し続けるには，基礎的・基盤的・萌芽的領域の研究を

長期的視点で推進・強化していくことが必要である。このためには，学内の研究者が安

心して研究に熱中できる環境を整えることが重要であり，研究インフラストラクチャー

と研究支援体制のさらなる充実を図るとともに，基礎的・基盤的・萌芽的領域あるいは

社会や研究者・学生を惹き付ける魅力ある領域の研究活動を学内資源配分等の側面から

支援していく。 

（改善状況） 

挑戦的研究賞，「東工大の星」支援（STAR），「研究の種発掘」支援，末松賞「研究の

種発掘」支援，研究戦略室による研究支援（A），（B）といった，本学研究者の基礎的・

基盤的・萌芽的領域における挑戦的・独創的な研究に対し，研究費等による支援を行

う制度を多数設け，実施した。 

加えて，平成 25年度に採択された研究大学強化促進事業の経費を活用し，国際的な

共同研究推進のための派遣・招へい支援プログラム，国際学術論文作成支援プログラ

ムといった国際共同研究を支援する制度も併せて実施した。

外部資金獲得研究者へのインセンティブとして，間接経費年額 300 万円当たり１単

位（=25m2）を学長裁量スペースとして研究利用に提供できる等を内容とする学長裁量

スペースの研究利用に関するルールを平成 23年度に整備，実施した。

本学の研究の強み，研究活動状況などを広く社会や研究者・学生に理解してもらう

ため，平成 26 年 10 月に本学公式ウェブサイトの「研究」ページをリニューアルし，

積極的な広報活動を行っている。 

（２）研究面での社会連携，産学連携，大学等の研究機関との連携の強化とそれを実現す

るための機動的研究組織の構築 

一方で，社会や産業界が求める領域の研究の継続的強化も重要であり，引き続き積極

的に推進していくことが必要である。特にソリューション研究や産学連携研究は，本学

の研究面での強みの一つとして，研究プロジェクト構築から運営支援に至るまでを組織

的に支援していく。また，これらの成果をもとに本学で創出された知を政策・ビジョン

の提示を通して社会に還元する取り組みも強化していく。これらの研究の推進には，

個々の研究者の有する研究シーズを束ね，社会のニーズに合致した研究組織を機動的に

構築する組織運営が必要である。これに応えるため，既存の組織にとらわれず学内の研

究者を機動的に組織する制度を整備するとともに，それをコーディネートするヘッドク

オーターを設置する。また，より広い学問領域で社会の要請に応え，融合・新規領域の

開拓につなげるため，学内に留まらず他大学等の研究機関との連携をも視野に入れた研

究組織運営を実現する。 

（改善状況） 

平成 22年度，近い将来に実現すべき社会・産業課題を設定し，学内外と広く連携し

て組織的に取組む「ソリューション研究」を行うため，ソリューション研究機構を設
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置し，流動教員制度等の仕組みや学長裁量スペースの活用等による柔軟な研究体制の

下，従来の大学研究の枠を超え多様な主体が緊密に連携し参加するプラットフォーム

を整備・運営した。さらに，教員のソリューション研究への関心を高め次世代のソリ

ューション研究プロジェクトを育む企画プロジェクトを実施した。 

また，学術研究の新展開を図り，学内外と広く連携して組織的に取り組む「フロン

ティア研究」の推進を目的にフロンティア研究機構（フロンティア研究センターを発

展的に改組）を設置した。 

これらの活動を，研究戦略推進センターを中心に各種支援を積極的に行い，「東工大

元素戦略研究拠点」，WPI「地球生命研究拠点（Earth-Life Science Institute; ELSI）」，

ERATO「彌田超集積材料プロジェクト」， 大隅良典栄誉教授のオートファジーの分子機

構研究等，分野をリードする研究を進め，その成果は国内外から高い評価を受けた。 

平成 21 年 10 月設置の環境エネルギー機構に加えて，平成 22 年 11 月にライフ・エ

ンジニアリング機構を設置し，広く社会が求めるニーズや抱える課題等に対し，組織

及び教員の横断的連携・協力により精力的に研究を推進した。 

  

（３）優れた研究者に対するインセンティブの付与 

学内の研究を活性化するためには，研究に対する評価も重要である。従来から，多額

の外部資金を獲得した研究者や先端的領域研究に果敢に挑戦する若手研究者に対する

褒賞を実施してきたが，研究に対するスタンスは研究者ごとに様々であり，それぞれに

合致したインセンティブの内容と付与方法を検討する必要がある。これに加えて，従来

の基準では評価に掛かりにくい基礎的・基盤的分野の研究成果を適切に評価する方法を

検討し実施していく。 

 （改善状況） 

   挑戦的研究賞，「東工大の星」支援（STAR），「研究の種発掘」支援，末松賞「研究の

種発掘」支援，研究戦略室による研究支援（A），（B）といった，本学研究者の基礎的・

基盤的・萌芽的領域における挑戦的・独創的な研究に対し，研究費等による支援を行

う制度を多数設け，実施した。なお，挑戦的研究賞では，平成 22年度から特に優れた

研究内容を学長特別賞として表彰した。 

また，外部資金獲得研究者へのインセンティブとして，間接経費年額 300万円当た

り１単位（=25m2）を学長裁量スペースとして研究利用に提供できる等を内容とする学

長裁量スペースの研究利用に関するルールを平成 23年に整備，実施した。また，大学

に多大な貢献をした職員へ職員報奨金の給付を行った。加えて，平成 24年度より科学

研究費補助金の間接経費の 10％相当額を研究代表者へ研究費として還元し，その獲得

のインセンティブを更に高めた。 

 

（４）研究面での安全とコンプライアンスの確保 

研究者が安心してそれぞれの研究に熱中するためには，研究面での安全確保も重要で

ある。またこうした研究が社会に受け入れられるためには，関連する法令の遵守（コン

プライアンス）の徹底が不可欠である。これまでも安全とコンプライアンスの確保に努
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めてきたところであるが，今後はさらに体制を強化して，これらに要する研究者自身の

負担を可能な限り削減し，適切な知識とスキルを提供するシステムを充実していく。 

（改善状況） 

研究面の安全確保については，研究室等における放射線管理体制を強化するため，

平成 23 年度に学内の放射線関係組織を集約し，放射線総合センターを設置した。平成

24年度には，全学緊急安全点検として，設備・器具や可燃物・危険物の保管等につい

て 1,700 か所余りで点検を行った。さらに，年間を通しての安全衛生講習会等の実施

や，健康・安全手帳の配付等により教職員や学生の啓発を行った。 

コンプライアンスについては，研究者（研究室）と業者の癒着防止に向けた更なる

取組や相互牽制の効く新たな取組を徹底するとともに，不正を起こさない風土を実現

し，高いモラルをもって教育研究に注力することを本学の文化とするべく，コンプラ

イアンス改革も大学改革の重要な柱の一環として位置付け，これに取り組んだ。

また，学長直属の戦略策定部門の強化として，理事・副学長の業務の見直しを行い，

平成 24 年度に「教育推進」「安全・コンプライアンス」「特命」，平成 26年度に「基金」，

「研究推進」「国際連携」「国際企画」担当の副学長職を新設し，大学を取り巻く環境

の変化等に適切に対応できる体制をとった。 

研究費の不正使用防止，さらなるコンプライアンス強化のため，以下の取組を実施

した。 

○教育研究資金不正防止対策推進委員会の設置，教育研究資金不正防止計画の策定

○研究費の適正な管理のための体制整備

○教員発注等によるリスクの低減，取引業者の管理の実施

○架空納品，架空請求を行わない体制整備

平成 27 年度には，本学における教育研究資金の適正な運営・管理及び公正な研究活

動に資するため，現行のコンプライアンス室を改編し，平成 27年４月に「教育研究資

金適正管理室」を設置した。また，研究費の使用ルールの周知徹底のための研修，定

期的なモニタリングの実施など監査機能の強化，及び検収機能の強化など，コンプラ

イアンスに係る各種取組を実施した。

本学におけるコンプライアンス全般の推進を強化するとともに，全学的な危機管理

の取組みを徹底するため，現行の「危機管理室」を改編し，平成 27年７月に「コンプ

ライアンス・危機管理室」を設置した。
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Ⅳ 中期計画の実施状況（主担当分） 

中期計画【21】「多様な社会の要求に適時に応え、複雑に変化する研究分野を常に先導し

続けるため、長期的観点での基礎的・基盤的・萌芽的領域における研究を強化する。」

に係る状況 

 

大学全体の研究ポリシー，研究戦略に関わる企画・立案・調整・情報収集のほか，研究

成果の広報や，研究を戦略的・効果的に後押しすることを任務として，研究戦略室（以下，

室という。）を設置している（資料 21－１）。 

 

（資料 21－１）研究戦略室について 

 

出典：本学ホームページ 

 

室では，19 年 12月に策定した研究ポリシーの中で研究の目的を定めており「本学におけ

る研究は，基礎的・基盤的・長期的な観点に基づく多様で独創的な研究成果を創出し，そ

れを社会に提供することにより，人類を豊かにすることを目的とする。」としている。 

 

中期計画及びこの目的の達成のため，挑戦的研究賞（資料 21－２），「東工大の星」支援

（STAR）（資料 21－３），「研究の種発掘」支援（資料 21－４），末松賞「研究の種発掘」支

援（資料 21－５），研究戦略室による研究支援（A），（B）（資料 21－６）といった，本学研

究者の基礎的・基盤的・萌芽的領域における挑戦的・独創的な研究に対し，研究費等によ

る支援を行う制度を多数設け，実施した。 

加えて，25 年度に採択された研究大学強化促進事業の経費を活用し，国際的な共同研究

推進のための派遣・招へい支援プログラム（資料 21－７），国際学術論文作成支援プログラ

ム（資料 21－８）といった国際共同研究を支援する制度も併せて実施した。 

これら支援等の結果，研究成果等が評価され，文部科学大臣表彰等，数多くの受賞者も
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生まれている。 

 

（資料 21－２）挑戦的研究賞について 

【概要】本学の若手教員の挑戦的研究の奨励を目的として，世界最先端の研究推進，未踏

の分野の開拓，萌芽的研究の革新的展開又は解決が困難とされている重要課題の追求

等に果敢に挑戦している独創性豊かな新進気鋭の研究者を表彰するとともに，研究費

の支援を行うもの。（平成 14年度に設立） 

 

【実績】 

年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

受賞者数 13名 15名 13名 14名 13名 10名 

   

出典：研究戦略室作成 

 

（資料 21－３）「東工大の星」支援（STAR）について 

【概要】将来，国家プロジェクトのテーマとなりうる研究を推進している若手研究者や，

基礎的・基盤的領域で顕著な業績をあげている若手研究者へ大型研究費（1 件あたり

20,000,000 円）の支援を行うもので，次世代を担う，本学の輝く「星」の支援を行う

もの。（平成 25年度に設立） 

 

【実績】 

年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 

採択件数 6件 3件 2件 

   

出典：研究戦略室作成 

 

（資料 21－４）「研究の種発掘」支援について 

【概要】従来にない画期的なアイデア等を含む，極めて斬新な着想による研究を支援する

ことを目的とした研究費支援を行い，科学研究費補助金「挑戦的萌芽研究」等の外部

資金に出す前段階にある基礎的・基盤的領域の研究でいまだ誰も着手していない類の

「研究の種」の発掘を目指し，研究費の支援を行うもの。（平成 24年度に設立） 

 

【実績】 

年度 平成 24 年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

採択件数 16件 17件 14件 16件 

   

出典：研究戦略室作成 
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（資料 21－５）末松賞「研究の種発掘」支援について 

【概要】元学長である末松安晴栄誉教授からの寄附により平成 27年度に設立した「末松基

金」により設置した賞。若手研究者の研究活動を奨励する。「研究の種発掘」支援にお

ける支援対象者のうち，選考審査において抜群の評価を得た応募者に対し，末松基金

から 200 万円を上限とする支援を行うもの。 

 

【実績】 

年度 平成 27 年度 

採択件数 2件 

   

出典：研究戦略室作成 

 

（資料 21－６）研究戦略室による研究支援（A），（B）について 

【概要】活発な研究活動を推進し，本学の研究拠点形成，イノベーション創出を目指す研

究支援で，研究支援（A）大型研究プロジェクト形成支援は大型研究拠点形成につなが

るような構想・展望のある研究等を対象に１件当たり 1,000万円を上限，研究支援（B）

若手異分野融合研究支援は既存の研究分野にとらわれない，学内異分野融合を推進す

る共同研究等を対象に１件当たり 500万円を上限とし，支援をするもの。 

 

【実績】 

年度 平成 26 年度 平成 27年度 

研究支援（A） 2件 2件 

研究支援（B） 4件 2件 

   

出典：研究戦略室作成 

 

（資料 21－７）国際的な共同研究推進のための派遣・招へい支援プログラムについて 

【概要】本学の国際的な共同研究を推進し，研究面での国際競争力の向上を図ることを目

的とし，そのために国際的な共同研究等を実施する教員を海外の大学等研究機関・民間

企業等へ派遣及び，海外の大学等の研究者を招へいするもの。 

 

【実績】 

年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 

派遣 31名 32名 16名 

招へい 24名 30名 9名 

   

出典：研究戦略室作成 
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（資料 21－８）国際学術論文作成支援プログラムについて 

【概要】広く本学研究者に国際学術論文の作成，投稿するための経費を支援することによ

り本学の英語論文の数の増加及び質の向上を図ることを目的とするもの。 

 

【実績】 

年度 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 

校閲料 85件 184件 215件 

投稿料 3件 2件 2件 

掲載料等 47件 61件 66件 

   

出典：研究戦略室作成 

 

また，本学の研究力の一層の強化に資することを目的に設置した研究戦略推進センター

（25年 10月に総合プロジェクト支援センターより改組）（資料 21－９）により，科学研究

費補助金をはじめとする外部資金獲得のため，計画調書の書き方講座，査読講座などの各

種支援も行っている。結果，本学の第２期中期目標期間の科学研究費補助金の獲得状況（資

料 21－10）は，21年度（第１期中期目標期間最終年度）の獲得額を上回り，全年度にて高

い水準を維持し続けている。 

 加えて上記による基礎的・基盤的・萌芽的領域における研究を強化した結果，イノベー

ションの創出の推進を目的とし戦略的な研究開発を行う，CREST，ERATO，さきがけといっ

た大型研究プロジェクト等，政府系競争的資金に多数採択（資料 21－11）され，分野をリ

ードする研究者が世界水準の研究を推進している。 

 

（資料 21－９）研究戦略推進センター体制図 
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出典：本学ホームページ 

 

（資料 21－10）科学研究費補助金獲得状況 

研究種目 
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 

特別推進 

研究 
3 228,020 4 397,930 6 694,980 5 449,280 4 525,120 3 232,770 2  98,800 

特定領域 

研究 
72 696,180 40 338,900 13 107,300 2 6,000 － － － － － － 

新学術領域 

(研究領域提案型) 
24 293,670 43 570,700 61 710,840 

80 1,245,350 94 1,529,280 111 1,350,770 97  1,296,880 

新学術領域 

(研究課題提案型) 
－ － － － － － － － 

基盤(S) 15 512,850 21 821,340 16 641,420 16 717,860 14 333,400 12 482,410 9  486,850 

基盤(A) 77 1,074,190 74 1,020,890 75 837,850 63 773,760 59 896,000 67 688,100 64  758,290 

基盤(B) 143 838,890 159 880,620 157 850,850 143 752,570 141 958,720 153 729,470 167  874,510   

基盤(C) 105 159,250 137 197,340 148 226,337 184 299,650 205 400,160 211 321,750 185  272,220  

挑戦的萌

芽 
50 81,100 61 86,800 91 170,560 127 225,160 132 279,040 152 268,650 159  278,330  

若手(S) 4 79,040 4 62,010 4 60,060 2 38,220 1 21,440 0 0 0  0  

若手(A) 27 248,950 29 181,870 31 207,874 31 206,960 45 390,720 46 316,370 46  266,110  

若手(B) 162 312,780 175 277,690 177 293,150 194 300,802 151 294,240 164 234,970 188  261,690 

若手 

(ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ) 
26 37,648 － － － － － － － － - - － － 

研究活動 

ｽﾀｰﾄ支援 
－ － 22 29,341 15 23,517 20 30,810 29 48,800 27 50,850 23  31,850  

特別研究 

促進費 
1 3,200 － － － － － － － － - - 1 84,370 

学術創成 

研究費 
3 205,400 2 123,630 1 74,490 0 0 0 0 0  0  6  74,880  

合 計 712 4,771,168 771 4,981,061 795 4,905,228 867 5,046,422 875 5,676,920 946 4,676,110 947 4,784,780 

                                                             出典：評価室作成資料 

 

（資料 21－11）主な大型研究プロジェクト，政府系競争的資金等採択状況 

プロジェクト名等 課題名 代表者 職名（採択時） 期間 

JST CREST 太陽光発電予測に基づく調和型電力系統制御のためのｼｽﾃﾑ理論構築 井村 順一 大学院情報理工学研究科, 教授 2015-2019 

 ナノ慣性計測デバイス・システム技術とその応用創出 益 一哉 フロンティア研究機構, 教授 2014-2019 

 環境細菌 1 細胞ｹﾞﾉﾑ解析のためのﾏｲｸﾛﾃﾞﾊﾞｲｽ開発 本郷 裕一 大学院生命理工学研究科, 教授 2014-2019 

 炭素系ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽに基づく革新的な生体磁気計測ｼｽﾃﾑの創出 波多野 睦子  大学院理工学研究科, 教授 2013-2018 

 EBD:次世代の年ﾖｯﾀﾊﾞｲﾄ処理に向けたｴｸｽﾄﾘｰﾑﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの基盤技術 松岡 聡 学術国際情報センター, 教授 2013-2018 

 太陽光の化学ｴﾈﾙｷﾞｰへの変換を可能にする分子技術の確立 石谷 治  大学院理工学研究科, 教授 2013-2018 

 需要家の行動変容に影響を与える要因に関する基礎的研究 日高 一義 大学院ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科, 教授 2013-2014 

 分散協調エネルギーマネジメントシステムにおける需要家行

動モデルの研究・開発 

日高 一義 大学院ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科, 教授 2015-2016 

 ﾎﾟｽﾄﾍﾟﾀｽｹｰﾙ時代のﾒﾓﾘ階層の深化に対応するｿﾌﾄｳｪｱ技術 遠藤 敏夫 学術国際情報センター, 准教授 2012-2017 

 電力ｼｽﾃﾑにおける系統・制御通信ﾈｯﾄﾜｰｸに対する分散型侵入検知手法の構築  石井 秀明 大学院総合理工学研究科, 准教授 2012-2014 

 太陽光発電の予測不確実性を許容する超大規模電力最適配分制御 井村 順一 大学院情報理工学研究科, 教授 2012-2014 

 ﾎﾟｽﾄﾍﾟﾀｽｹｰﾙ時代のｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ向けｿﾌﾄｳｪｱ開発環境 千葉 滋 大学院情報理工学研究科, 教授 2011-2016 

 植物栄養細胞をﾓﾃﾞﾙとした藻類脂質生産系の戦略的構築 太田 啓之 ﾊﾞｲｵ研究基盤支援総合ｾﾝﾀｰ, 教授 2011-2016 

 ﾊｲﾊﾟｰｼｱﾉﾊﾞｸﾃﾘｱの光合成を利用した含窒素化合物生産技術の開発 久堀 徹 資源化学研究所, 教授 2011-2016 

 ナノとマクロの相界面と物質移動ナノサイクル 高柳 邦夫 大学院理工学研究科, 教授 2011-2014 

 新金属ナノ粒子の創成を目指したメタロシステムの確立 山元 公寿 資源化学研究所, 教授 2010-2015 

 革新的全固体型ｱﾙｶﾘ燃料電池開発のための高性能 OH-ｲｵﾝ伝

導膜の創生と燃料電池ｼｽﾃﾑ設計基盤の構築 

山口 猛央 資源化学研究所, 教授 2010-2015 

 高性能・高生産性ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾚｰﾑﾜｰｸによるﾎﾟｽﾄﾍﾟﾀｽｹｰﾙ高性能計算の実現 鼎 信次郎 大学院情報理工学研究科, 准教授 2009-2014 

 ホウ酸エステルの動的自己組織化に基づく高次機能の開拓 岩澤 伸治 大学院理工学研究科, 教授 2009-2014 

 光技術が先導する臨界的非平衡物質開拓 腰原 伸也 大学院理工学研究科, 教授 2009-2014 
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 知覚中心ヒューマンインターフェースの開発 小池 康晴 精密工学研究所, 教授 2009-2014 

 エネルギー高効率利用のための相界面科学 花村 克悟 大学院理工学研究科, 教授 2015-2018 

 分散協調型ｴﾈﾙｷﾞｰ管理ｼｽﾃﾑ構築のための理論及び基盤技術の創出と融合展開 藤田 政之 大学院理工学研究科, 教授 2012-2019 

JST ERATO 山元アトムハイブリッドプロジェクト 山元公寿 資源化学研究所, 教授 2015-2020 

彌田超集積材料プロジェクト 彌田 智一 資源化学研究所, 教授 2010-2015 

JST さきがけ 細胞内部を観る分子解像度の三次元蛍光顕微鏡 藤芳 暁 大学院理工学研究科, 助教 2014-2017 

ﾌﾟﾛﾄﾝと電子移動を制御する分子技術に基づいた新機能触媒の創製  桑田 繁樹 大学院理工学研究科, 准教授 2014-2017 

統合的統計モデリングの数理基盤と方法論 鈴木 大慈 大学院情報理工学研究科, 准教授 2014-2017 

動く光を利用した分子配列技術の構築 宍戸 厚 資源化学研究所, 准教授 2014-2017 

環境調和型分子変換を基軸とするﾍﾃﾛπ共役分子群の創製 秦 猛志 大学院生命理工学研究科, 准教授 2014-2017 

遷移金属酸化物薄膜で形成されたﾒｿ空間での固体触媒機能の発現  野村 淳子 資源化学研究所, 准教授 2013-2016 

ｱﾒｰﾊﾞ計算ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ:時空間ﾀﾞｲﾅﾐｸｽによる超高効率解探索 青野 真士 地球生命研究所, 研究員 2013-2016 

超微細加工分子材料の創成と自己組織化技術 早川 晃鏡  大学院理工学研究科, 准教授 2013-2016 

固体ﾙｲｽ酸による高効率ﾊﾞｲｵﾏｽ変換:植物由来の炭化水素類の必須化学資源化  中島 清隆 応用セラミックス研究所, 助教 2012-2015 

電極相界面極限利用を実現する高効率フロー電池 津島 将司 大学院理工学研究科, 准教授 2012-2015 

ﾕﾋﾞｷﾀｽ量子ﾄﾞｯﾄの創製と光ｴﾈﾙｷﾞｰ変換材料への展開 宮内 雅浩 大学院理工学研究科, 准教授 2012-2015 

量子ﾅﾉ構造を利用した新型高効率ｼﾘｺﾝ系太陽電池の開発 黒川 康良 大学院理工学研究科, 助教 2011-2016 

新しい時間分解赤外振動分光法を用いた複雑な光ｴﾈﾙｷﾞｰ変換過程の解明 恩田 健 大学院総合理工学研究科, 特任准教授 2011-2016 

高効率な二酸化炭素還元を目指した新規光触媒の創製 森本 樹 大学院理工学研究科, 助教 2011-2014 

人工遺伝子回路を利用して発生現象に迫る 石松 愛 大学院総合理工学研究科, 特別研究員 2011-2014 

非平衡人工細胞モデルの時空間ダイナミクス定量解析 瀧ノ上 正浩 大学院総合理工学研究科, 講師 2011-2014 

哺乳類細胞を用いたﾋｽﾄﾝの逆遺伝学的解析技術の開発 山口 雄輝  大学院生命理工学研究科, 准教授 2010-2013 

相互侵入型相分離ﾎﾟﾘﾏｰの合成と 3D ﾅﾉ構造有機薄膜太陽電池への応用 東原 知哉 大学院理工学研究科, 助教 2010-2013 

ナノ半導体配列構造を用いた情報処理機能創製 小寺 哲夫 量子ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究ｾﾝﾀｰ, 助教 2010-2013 

ｽﾏｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞのためのﾅﾉｵﾌﾞﾘｯｸ圧電体の創製 山田 智明 大学院総合理工学研究科, 特任助教 2010-2015 

新しい電子移動パラダイムに基づく有機触媒の創製 小西 玄一 大学院理工学研究科, 准教授 2010-2013 

密度比推定による大規模・高次元ﾃﾞｰﾀの知的処理技術の創生 杉山 将 大学院情報理工学研究科, 准教授 2009-2012 

可視光ｴﾈﾙｷﾞｰを駆動力とする触媒的有機分子変換ｼｽﾃﾑの開発 稲垣(高尾) 昭子 資源化学研究所, 助教 2009-2012 

新物質科学と元素戦略 細野 秀雄  応用ｾﾗﾐｯｸｽ研究所/ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究機構/ 

元素戦略研究ｾﾝﾀｰ, 教授/ｾﾝﾀｰ長 

2010-2016 

エネルギー高効率利用と相界面 花村 克悟 大学院理工学研究科, 教授 2015-2017 

JST ACCEL エレクトライドの物質科学と応用展開 細野 秀雄 応用ｾﾗﾐｯｸｽ研究所/ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究機構/ 

元素戦略研究ｾﾝﾀｰ, 教授/ｾﾝﾀｰ長 

2013-2017 

JST ACT-C 無機金属ｸﾗｽﾀｰ錯体の反応化学を機軸とした安定小分子の物質変換 川口 博之 大学院理工学研究科, 教授 2012-2017 

 ﾌｯ素化合物の触媒的不斉炭素-炭素結合生成技術の開発と工業化 三上 幸一  大学院理工学研究科, 教授 2012-2017 

 インターロック触媒を用いる高選択的高効率物質変換 高田 十志和 大学院理工学研究科, 教授 2012-2017 

 セルフコンタクト有機トランジスタの基礎技術 森 健彦  大学院理工学研究科, 教授 2012-2017 

 機能性遷移金属錯体の創製に基づくｴﾁﾚﾝ及びｱｾﾁﾚﾝと二酸化

炭素からのｱｸﾘﾙ酸合成法の開拓 

岩澤 伸治  大学院理工学研究科, 教授 2012-2017 

 量子ドットによる二酸化炭素の光還元システムの構築 宮内 雅浩 大学院理工学研究科, 准教授 2012-2017 

 新規銅錯体触媒による二酸化炭素からの実用的ギ酸合成 本倉 健 大学院総合理工学研究科, 講師 2012-2013 

JST ICORP ATP 合成制御 吉田 賢右 資源化学研究所, 教授 2006-2011 

JST ALCA 非真空ﾌﾟﾛｾｽによる未来型化合物薄膜太陽電池の高性能化技術開発 山田 明 大学院理工学研究科,教授 2010 

 革新的 800℃級火力発電プラント用超耐熱鋼の設計原理 竹山 雅夫 大学院理工学研究科,教授 2010 

 多機能不均一系触媒の開発 原 亨和 フロンティア研究機構,教授 2012 

JST 社会技術研究開発 

RISTEX 

研究開発成果実装支援プログラム公募型 冨浦 梓 監事 2007- 

イノベーション実現のための情報工学を用いたアクションリ

サーチ 

梶川 裕矢 大学院ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科 准教授 2013-2016 

JST COI ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

（COI-T） 

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ･ﾗｲﾌ&ﾜｰｸを全世代が享受できる Smart 社会を支える

世界最先端 ICT 創出 COI 拠点 

小田 俊理 量子ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究ｾﾝﾀｰ,教授 2013-2014 

JST COIﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 『以心電心』ハピネス共創社会構築拠点 小田 俊理 量子ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究ｾﾝﾀｰ,教授 2015- 

JST S-ｲﾉﾍﾞ 高分子ナノ配向制御による新規デバイス技術の開発 戸木田 雅利 大学院理工学研究科,准教授 2009-2018 

JST 産学共創基礎基盤

研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

ナノカーボン材料を用いた新規テラヘルツ検出器の開発 河野 行雄 量子ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究ｾﾝﾀｰ,准教授 2014-2019 

JST 研究成果展

開事業 

キラルアイスクロマトグラフィーの開発 岡田 哲男 大学院理工学研究科,教授 2010-2013 

 赤外線ｶﾒﾗを用いた二次元可視化熱分析用ｿﾌﾄｳｪｱの開発 森川 淳子 大学院理工学研究科,助教 2009-2011 

文科省 原子力ｼｽﾃﾑ

研究開発事

業 

ｶﾞﾗｽ固化体の高品質化・発生量低減のための白金族元素回収ﾌﾟﾛｾｽの開発 竹下 健二 原子炉工学研究所,教授 2014- 

高燃焼度原子炉動特性評価のための遅発中性子収率高精度化に関する研究開発  千葉 敏 原子炉工学研究所,教授 2012-2015 

多座包接型配位子による MA の無劣化・無廃棄物抽出ｸﾛﾏﾄ分離の研究  竹下 健二 原子炉工学研究所,教授 2009-2011 

文科省 英知を結集した原

子力科学技術・人

材育成事業 

廃止措置工学高度人材育成と基盤研究の深化 小原 徹 原子炉工学研究所,教授 2014- 

沸騰水型軽水炉過酷事故後の燃料ﾃﾞﾌﾞﾘ取り出しｱｸｾｽ性に関する研究  小林 能直 原子炉工学研究所,教授 2015- 

漏洩箇所特定とﾃﾞﾌﾞﾘ性状把握のためのﾛﾎﾞｯﾄ搬送超音波ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ 木倉 宏成 原子炉工学研究所,准教授 2015- 
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文科省 原子力基礎基盤戦略研究 

ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 

難分析核種用マイクロスクリーニング分析システムの開発 塚原 剛彦 原子炉工学研究所,准教授 2014- 

ｶﾞﾗｽ固化体の高品質・高減容化のための白金族元素一括回収ﾌﾟﾛｾｽの開発 尾上 順 原子炉工学研究所,准教授 2013 

JSPS FIRST 新超電導および関連機能物質の探索と産業用超電導線材の応用  細野 秀雄 ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｾﾝﾀｰ,教授 2009-2013 

JSPS 最先端・次世

代研究開発

支援プログ

ラム 

ｾﾙﾛｰｽ･ﾐｸﾛﾌｨﾌﾞﾘﾙ(CMF)の革新機能の開拓とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出 芹澤 武 大学院理工学研究科,教授 2010-2013 

 ビスマスの特性を活かした環境調和機能性酸化物の開発 東 正樹 応用セラミックス研究所,教授 2010-2013 

 安定同位体異常を用いた地球大気硫黄循環変動の解析 上野 雄一郎 大学院理工学研究科,准教授 2010-2013 

 高速省電力ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ情報端末を実現する酸化物半導体の低温

成長と構造制御法の確立 

神谷 利夫 応用セラミックス研究所,教授 2010-2013 

 ﾎﾛｸﾞﾗﾌｨｯｸに制御された光ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙによる大規模２次元量子計算機の実現  上妻 幹旺 大学院理工学研究科,教授 2010-2013 
 環境調和型ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ次世代半導体配線形成方法の研究開発 曽根 正人 精密工学研究所,准教授 2010-2013 
 多次元多変量光学計測と超並列 GPU-DNS による高圧乱流燃焼

機構の解明と高度応用 

店橋 護 大学院理工学研究科,教授 2010-2013 

 ナノ流体制御を利用した革新的レアアース分離に関する研究 塚原 剛彦 原子炉工学研究所,准教授 2010-2013 
 シリコンインクを用いた低コスト量子ドット太陽電池の開発 野崎 智洋 大学院理工学研究科,教授 2010-2013 
 自己組織化を活用した光機能性素子の創製 吉沢 道人 資源化学研究所,准教授 2010-2013 
 動的共有結合化学的ｱﾌﾟﾛｰﾁによる完全自己修復性高分子材料の創製 大塚 英幸 大学院理工学研究科,教授 2010-2013 
 環境計測の基盤技術創成に向けた高機能ﾃﾗﾍﾙﾂ分光ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ開発 河野 行雄 量子ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究ｾﾝﾀｰ,准教授 2010-2013 
 シングルセル・ゲノミクスの確立による環境微生物の遺伝子資源化と生態系解明  本郷 裕一 大学院生命理工学研究科,准教授 2010-2013 
 多剤耐性化の克服を目指した薬剤排出ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾀｰの構造機能解析  村上 聡 大学院生命理工学研究科,教授 2010-2013 
 オートファジーにおける膜新生駆動システムの実体と全容の

解明 

中戸川 仁 フロンティア研究機構,特任准教授 2010-2013 

 3 大成人病の革新的血管治療を実現する安全・高Ｘ線造影

性・磁場駆動形状可変材料の発展 

細田 秀樹 精密工学研究所,教授 2010-2013 

 バイオ固体材料の生体ガス分子応答による細胞機能制御 上野 隆史 大学院生命理工学研究科,教授 2010-2013 
 電荷分離状態の長寿命化と二酸化炭素の光資源化 由井 樹人 大学院理工学研究科,特任准教授 2010-2013 
 ﾅﾉ半導体におけるｷｬﾘｱ輸送・熱輸送の統合理解によるｸﾞﾘｰﾝ LSI ﾁｯﾌﾟの創製  内田 健 大学院理工学研究科,准教授 2010-2013 

出典：評価室作成資料 
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中期計画【22】「社会や研究者・学生を惹き付ける魅力ある領域を設定し、その領域の研

究活動を積極的に推進する。」に係る状況 

 

社会や研究者・学生を惹き付ける魅力ある領域を設定し，その研究活動を推進するため，

研究戦略室及び研究戦略推進センターにおいて設立支援等を行った。その成果を以下のと

おり記す。 

 

21年 10月，環境エネルギー機構を設置（資料 22－１）し，「第４期科学技術基本計画」

に対応したエネルギーの安定的確保とエネルギー利用の効率化に関連する研究を推し進め

た。また，本機構における検討を踏まえ，24 年２月には，最先端の環境エネルギー技術に

係る研究を行う基盤的な研究棟として，環境エネルギーイノベーション棟（EEI棟）を設置

した（資料 22－２）。特徴として，地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を約 60%以上

削減し，棟内で消費する電力をほぼ自給自足できるエネルギーシステムを持つ研究棟で，

所属・研究分野がそれぞれ異なる教員が協働し研究を行うことからも，本学の環境エネル

ギーに係る活動を象徴するものとなっている。 

 

（資料 22－１）環境エネルギー機構について 

 

目的：大学におけるエネルギー分野と環境分野の教員による連合体として，組織及び教員

の横断的連携・協力により，萌芽的な革新技術を創出するとともに，分化と深化によ

って複雑化したエネルギー・環境関連学術を融合，再構造化し，俯瞰と知識の有効活

用を可能にする新たな学問領域を開拓することにより，将来のエネルギー・環境問題

解決に寄与する技術開発と人材育成を強力に推進する 

 

出典：本学ホームページ http://www.eae.titech.ac.jp/Japanese/Division/index.html 
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（資料 22－２）環境エネルギーイノベーション棟（EEI棟） 

 

出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/research/stories/eei_building.html 

 

22年 11月にライフ・エンジニアリング機構を設置し（資料 22－３），医療・健康・安心

安全の分野においてイノベーションをもたらす学際的な研究開発を複数の学内構成員が共

同で実施できる部局横断型の全学的組織であり，ケミカルバイオロジー，再生医療，低侵

襲手術用ロボット，BMI（Brain-Machine Interface）技術，生体用材料の開発など，関連

する様々な分野において大きな成果を上げている。 

 

（資料 22－３）ライフ・エンジニアリング機構について 

 

 

目的：本学が誇る最先端の理工学系技術を基盤とし，それらを融合し発展させた科学技術

を，生活の隅々まで行き渡らせ，人間が快適な環境のもとで健康かつ安心に暮らせる

社会を作り上げるための礎とする。 

 

出典：本学ホームページ http://www.lde.titech.ac.jp/guide/index03.html 
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平成 14年度よりイノベーション研究推進体を設置し，設置後約 10年間で 28の推進体が

活動し，その結果，いくつかの推進体は本学の共通研究センターに発展したり，推進体で

の研究を基に外部資金を獲得するなど新たな研究の核として機能した。 

23 年８月の第４期科学技術基本計画の閣議決定に伴い，我が国が直面している国家的な

危機への取組を抜本的に強化し，これまで培った科学技術力と合わせ，これらを解決して

いくための研究課題を設定したイノベーション研究推進体を選定し，再設置を行った（資

料 22－４）。 

 

（資料 22－４）イノベーション研究推進体（平成 27年６月１日現在） 

目的：本学の強みをアピールし，本学における国際的研究拠点の形成基盤となるよう，部局や専

攻等の組織を越えて各専任教員が個別に実施する革新的特定研究分野をグループ化し，全学

的横断組織として戦略的展開を推進する。 

No 研究課題 研究推進体名 
研究代表者 

所属 職名 氏名 

1 ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの推進 付加価値リモートセンシング研究推進体 大学院総合理工学研究科 

物理情報システム専攻 

教授 山口 雅浩 

2 最先端無機材料研究推進体 フロンティア研究機構 教授 原 亨和 

3 ﾗｲﾌｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの推進 視覚機能の計測・制御研究推進体 大学院総合理工学研究科 

物理情報システム専攻 

教授 内川 惠二 

4 安全かつ豊かで質の高い

国民生活の実現 

構造健全性評価と材料・構造のスマート

化研究推進体 

大学院理工学研究科 

機械物理工学専攻 

教授 轟 章 

5 都市基盤システム創造研究推進体 大学院理工学研究科 

土木工学専攻 

教授 朝倉 康夫 

6 先端的交通研究推進体 大学院総合理工学研究科 

人間環境システム専攻 

教授 屋井 鉄雄 

7 サイバーセキュリティ研究推進体 大学院情報理工学研究科 

数理・計算科学専攻 

教授 渡辺 治 

8 我が国の産業競争力の強

化 

コンビナトリアル科学研究推進体 大学院理工学研究科 

応用化学専攻 

准教授 田中 浩士 

9 高度無線システムにおける信号処理とネ

ットワーク技術に関する研究推進体 

大学院理工学研究科 

国際開発工学専攻 

教授 高田 潤一 

10 地球規模の問題解決への

貢献 

持続可能な発展を目指した環境・社会経

済システム研究推進体 

大学院総合理工学研究科 

環境理工学創造専攻 

准教授 時松 宏治 

11 科学技術の共通基盤の充

実，強化 

スピントロニクス研究推進体 像情報工学研究所 教授 宗片 比呂夫 

12 その他基礎的研究又は萌

芽的研究の推進 

多機能革新プラズマ技術研究推進体 大学院理工学研究科 

機械物理工学専攻 

教授 野崎 智洋 

出典：研究戦略室作成資料 

 

10 年後を見通したビジョン主導型の研究開発プログラム「革新的イノベーション創出プ

ログラム（センター・オブ・イノベーション COI STREAM）」の COI拠点に，25年からの COI-T

（トライアル）での取組を経て，『以心電心』ハピネス共創社会構築拠点が採択された。 

拠点採択に伴い，27年４月に『以心電心』ハピネス共創研究推進機構を設置し（資料 22

－５），産学官の関係機関との連携による，調査及び革新的な研究開発並びにその成果を実

用化するための取組を行い，全世代の人々が文化・習慣の違いを越え，人口構造に依らな

い活力ある社会の実現に資するための研究開発を進めている。 

また，COIサイエンスカフェを開催し，一般の方に研究について議論いただく機会を設け

た。（参考 URL：http://www.coi.titech.ac.jp/event/index.html） 
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（資料 22－５）『以心電心』ハピネス共創研究推進機構について 

 

 

 

（参考）COIの目的：現在潜在している将来社会のニーズから導き出されるあるべき社会の

姿，暮らしのあり方を設定し，このビジョンを基に 10年後を見通し

た革新的な研究開発課題を特定した上で，既存分野・組織の壁を取

り払い，基礎研究段階から実用化を目指した産学連携による研究開

発を集中的に支援する事業として，企業や大学だけでは実現できな

い革新的なイノベーションを産学連携で実現するとともに，革新的

なイノベーションを創出するイノベーションプラットフォームを我

が国に整備する。 

出典：本学ホームページ 

 

また，本学の研究の強み，研究活動状況など広く社会や研究者・学生に理解してもらう

ため，26年 10月に本学公式ウェブサイトの「研究」ページをリニューアルし，積極的な広

報活動を行っている（資料 22－７）。 

 

（資料 22－７）本学ホームページ「研究」ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/research/index.html 
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中期計画【23】「近い将来に実現すべき社会・産業課題を設定し、学内外と広く連携して

組織的に取り組む「ソリューション研究」を推進する。」に係る状況 

 

本学では，東工大統合研究院（17～21 年度まで文部科学省科学技術振興調整費戦略的研

究拠点（スーパーCOE）育成プログラムの支援を得て実施された課題）において，研究の起

点を技術シーズ側ではなく社会ビジョンや社会ニーズに置く「ソリューション研究」を提

唱・推進し，その成果を継承し 22年４月にソリューション研究機構を設置している。 

 

 機構は，恒常的に所属する専任教員を持たず，学内の専任教員が研究プロジェクト実施

のために流動教員として機構に籍を置き，研究に従事する仕組みとしている。また，研究

プロジェクトの研究代表者が外部資金を獲得した場合には，機構に特定有期雇用職員（特

任教員）等を採用し，研究に従事させることができる枠組みとし，この特任教員の選考は

教員選考委員会によらず外部資金の研究代表者，機構長，理事・副学長（研究担当）の協

議で行える柔軟な仕組みとしている。この仕組みはその後に設置された地球生命研究所，

元素戦略研究センター等に継承している。また，機構は部局としての固有のスペースは持

たず，学長裁量スペースの貸与を受け，研究プロジェクトの成長に合わせて必要な研究ス

ペースを確保している。 

 

機構は，科学技術基本計画を踏まえ「環境・エネルギー」「健康・安心」「社会基盤・安

全・生活」「産業」「知識・情報」「その他」の６つの重点領域を定め，実現すべき社会・産

業課題を設定し，本学の豊富で優れた研究成果をよりどころに，広く社会・産業界，政府・

行政機関等の参画も得ながら，研究プロジェクト及び研究プロジェクトを発展させた研究

センターにおいて研究に取組んでいる（資料 23－１）。 

 

（資料 23－１）ソリューション研究機構における研究活動の状況（平成 27年度） 

 研究センター名／プロジェクト名 

重点領域 

環境・ 
ｴﾈﾙｷﾞｰ 

健康・
安心 

社会基盤・ 
安全・生活 

産業 
知識・ 
情報 

その他 

研究センター 
先進エネルギー国際研究センター（AESセンター） ○           

社会情報流通基盤研究センター（ASIST）   ○     ○   

ソリューショ
ン 
研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

原子燃料サイクル ○   ○       

ニューロリハビリテーション   ○     ○   

クリーン環境 ○   ○       

企画ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
（学内公募） 

次世代大深度有人潜水調査船のための材料開発       ○     

ひび割れ検出塗料の開発     ○       

温度差を必要としない熱電システムの開発 ○           

ミニ抗体医薬品創製システム   ○         

６軸センサの実軸方向および個別感度の同定手法       ○     

企画ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ グローバル水素エネルギー ○           
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（補足）26年度以前のソリューション研究プロジェクト一覧 

・医療・バイオ（機構発足前～H23）  

・アジア太平洋サンベルト開発（APS）（H22～23） 

・ソーシャル・ブレイン・フォーラム（SBF）（機構発足前～H23） 

・Green ICE Initiative（機構発足前～H25（注） 

・バイオマス必須化学資源化（機構発足前～H25（注） 

注：担当教員が平成 26年度にそれぞれフロンティア研究機構に異動し，同機構でさら

に研究を発展させていくこととなった。 

 

出典:本学ホームページ 

http://www.ssr.titech.ac.jp/research/index.html 

 

研究センターとしては，先進エネルギー国際研究センター（AES センター）（柏木孝夫セ

ンター長）と社会情報流通基盤研究センター（大山永昭センター長）を置いている。 

 

AES センターは，低炭素社会の要となる再生可能エネルギーや省エネを極限まで取り込ん

だ地域づくり「スマートコミュニティー」の実現を目指し，本格的な次世代エネルギーの

基盤技術の開発・実証研究に共同で取組んできた。AESセンターには共同研究部門を設置（資

料 23－２）し，本格的な共同研究を実施している。また，多くの企業や自治体が参加する

研究推進委員会を設置し，共同研究部門とともに産官学民連携で研究プロジェクトを推進

するオープンイノベーションプラットフォームを整備している。さらに，「大学連携スマー

トキャンパスシンポジウム」等の社会の関心の高いテーマによるシンポジウムを複数開催

し，各界から多数の参加者を得ている。 

 

社会情報流通基盤研究センターは，ICT技術を活用して社会的な課題解決を図るソリュー

ション研究の実施，政策提言を行うために設置し，行政機関や医療機関等が管理している

個人情報を，本人が自ら必要に応じて取得・確認・利活用できる安全確実な社会情報流通

基盤を整備し，この情報流通基盤を用いて，例えば行政のワンストップサービスや生涯に

渡る個人の健康管理を実現するための研究開発を行っている。「ICT が行政，ビジネス，医

療を変える」，「個人番号カードが実現する新たな可能性を考える」等のシンポジウムを開

催し，各界から多数の参加者を得ている。 

  

（資料 23－２）ソリューション研究機構における共同研究部門の設置状況 

先進エネル
ギー国際研
究センター 

（ⅰ）東京ｶﾞｽｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ共
同研究部門 

平成 22年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31日 

（ⅱ）東京電力先進電力ｼｽﾃﾑ共同
研究部門 

平成 22年 4 月 1日～平成 24 年 3月 31日 

（ⅲ）ENEOS低炭素ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ共同
研究部門 

平成 22年 4 月 1日～平成 29 年 3月 31日 

（ⅳ）NTT ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ ｽﾏｰﾄ･ｴﾈﾙｷﾞｰ
ﾈｯﾄﾜｰｸ共同研究部門 

平成 22年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31日 
注：平成 26 年度までは NTT との共同設置。 

（ⅴ）三菱商事再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ共
同研究部門 

平成 22年 4 月 1日～平成 29 年 3月 31日 
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（ⅵ）東芝ｽﾏｰﾄ都市ｲﾝﾌﾗｼｽﾃﾑ共同
研究部門 

平成 25年 7 月 1日～平成 28 年 6月 30日 

（ⅶ）日立/ｴﾈﾙｷﾞｰ統合制御ｼｽﾃﾑ共
同研究部門 

平成 27年 10月 1日～平成 29年 9月 30 日 

社会情報流
通基盤研究
センター 

（ⅰ）情報流通基盤ｼｽﾃﾑ共同研究
部門（NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)） 

平成 22年 4 月 1日～平成 29 年 3月 31日 

 （注）上記の共同研究部門の設置期間の終期は平成 28年２月末現在で有効な契約によっ

ている。 

 

機構では，次の時代のソリューション研究プロジェクトとして大きく立ち上がる前段

階の構想を育むため，企画プロジェクトを 23年度より学内公募等により選定し研究を支

援している（資料 23－３）。 

 

（資料 23-３）企画プロジェクト（学内公募）一覧 

平成 23年度採択分 

テーマ 実施期間 提案者氏名・所属部局・肩書 

cSEED （H23-25） 村上朝之 大学院総合理工学研究科・

助教 

 

平成 24年度採択分 

テーマ 実施期間 提案者氏名・所属部局・肩書 

持続可能な開発目標と国際ガバナ

ンス 

（H24-25） 蟹江憲史 大学院社会理工学研究科・

准教授 

大気圧プラズマプロセッシング－

プラズマの医療応用に向けて－ 

（H24-25） 沖野晃俊 大学院総合理工学研究科・

准教授 

有機フッ素化合物汚染水の浄化と

フッ素資源回収 

（H24-25） 竹内 希 大学院理工学研究科・講師 

金型・切削器具の長寿命化－町工

場の精密加工技術とナノテクの融

合－ 

（H24-25） 林 智広 大学院理工学研究科・助教 

医療サービス高度化に向けたシス

テム環境構築 

（H24-25） 市川 学 大学院総合理工学研究科・

助教 

 

平成 25年度採択分 

テーマ 実施期間 提案者氏名・所属部局・肩書 

統合型医療情報ネットワーク （H25） 小尾高史 像情報工学研究所・准教授 

在宅酸素療法患者支援の福祉機器 （H25） 遠藤 玄 大学院理工学研究科・助教 

能動的ドラッグデリバリーシステ

ム 

（H25） 門之園哲哉 大学院生命理工学研究

科・助教 

太陽光発電の“しっかり”“パワ （H25） 阿部直也 大学院理工学研究科・准教
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ーアップ”-福島県川俣町から- 授 

社会人教育についての市場調査 （H25） 石川孝子 大学院ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研

究科（兼務）社会人教育院・助教 

 

平成 26年度採択分 

テーマ 実施期間 提案者氏名・所属部局・肩書 

高効率ワイヤレス光給電システム （H26） 宮本 智之・精密工学研究所・准教授 

ペプチドライブラリを用いるがん

疾患検査法 

（H26） 堤 浩・大学院生命理工研究科・助教 

微生物炭酸固定機能の解析とその

利用 

（H26） 福居 俊昭・大学院生命理工学研究科・

准教授 

代数的位相アンラップに基づく高

信頼地形観測 

（H26） 山岸 昌夫・大学院理工学研究科・助教 

三次元層板構造を有する次世代型

コラーゲン材料 

（H26） 田中 利明・大学院生命理工学研究科・

助教 

 

平成 27年度採択分 

テーマ 実施期間 提案者氏名・所属部局・肩書 

次世代大深度有人潜水調査船のた

めの材料開発 

（H27） 磯部敏宏・大学院理工学研究科・助教 

ひび割れ検出塗料の開発 （H27） 道信剛志・大学院理工学研究科・准教

授 

温度差を必要としない熱電システ

ムの開発 

（H27） 松下祥子・大学院理工学研究科・准教

授 

ミニ抗体医薬品創製システム （H27） 門之園哲哉・大学院生命理工学研究

科・助教 

６軸センサの実軸方向および個別

感度の同定手法の開発 

（H27） 木村仁・大学院理工学研究科・助教 

 

 さらに，27 年度には，全学的な方針を受け機構の企画プロジェクトの位置づけで「グロ

ーバル水素エネルギー」（プロジェクトリーダー・岡崎 健 特命教授）がスタートしてい

る。水素社会実現に向けたグローバルなスケールでの水素サプライチェーンのシステム構

築にあたり，多くの技術課題の解決方策やシステムの社会実装に向けた方策の検討を広く

企業等からの参画を得て「東工大グローバル水素エネルギーコンソーシアム（GHEC）」（資

料 23－４）を設置している。 

 

23



研究戦略室 
 

 

（資料 23－４）東工大グローバル水素エネルギーコンソーシアム規約 

 

東工大グローバル水素エネルギーコンソーシアム規約 

 

平成 27年 7月 1日 

国立大学法人東京工業大学 

理事・副学長（研究担当）・ 

産学連携推進本部長決定 

 

 国立大学法人東京工業大学（以下「東工大」という。）に，東工大グローバル水素エネルギーコンソーシアム（以下「本

コンソーシアム」という。）を置き，その運営等について，以下の通り定める。 

 

（目的） 

第 1 条 本コンソーシアムは，グローバルなスケールでの水素サプライチェーン構築に関し，産官学のメンバーが連携

して，既存の情報を収集・整理・分析し，グローバル水素エネルギーシステム構築にあたりボトルネックとなっている

技術開発課題や研究課題を抽出し，その課題解決やシステムの社会実装に向けた方策を検討するとともに，海外の未利

用エネルギーからの水素エネルギー利用の実現に向けた活動を促進することを目的とする。 

 

（活動内容） 

第 2条 本コンソーシアムは，前条の目的を達成するため，第 2項に掲げる検討対象に関して，第 3項に掲げる活動（以

下「本活動」という。）を，第 4項の方法により行う。 

2 検討対象 

(1) 褐炭ガス化 

(2) 水素液化 

(3) CO2分離・回収・貯留（CCS） 

(4) 水素を核としたエクセルギー増進 

(5) 水素の輸送・貯蔵・断熱 

(6) 水素の国内配送 

(7) 都市開発と連携した社会インフラ 

(8) 有機ハイドライドやアンモニアをキャリアとする場合を含む各種方式の可能性の評価 

(9) その他システム構築にあたり重要な課題 

3 活動内容 

(1) 既存の情報の収集・整理・分析 

(2) システム構築にあたりボトルネックとなっている技術開発課題や研究課題の抽出 

(3) 課題解決やシステムの社会実装に向けた方策の検討 

4 活動の方法 

(1) 本活動は，第 3条に定める代表者及び第 4条に定める個人正会員が主として行うものとする。 

(2) 第 4 条に定める会員は，検討のための情報の提供，検討過程における議論への参画等により，本活動に協力するこ

とができる。 

 

（代表者） 

第 3条 本コンソーシアムの代表者（以下「代表者」という。）は別紙記載の者とする。 

 

（会員） 

第 4条 本コンソーシアムは，代表者並びに以下の正会員及び協力会員により構成する。 

(1) 法人正会員：本コンソーシアムの趣旨に賛同する法人又は団体であって東工大と東工大グローバル水素エネルギー

コンソーシアム受託研究契約（以下「受託研究契約」という。）を締結した者 

(2) 個人正会員：代表者が指名した研究者（東工大職員を含む。） 

(3) 協力会員：第 7 条に規定する運営委員会が特に認めた，本コンソーシアムの活動に協力する法人又は団体（協力会

員は東工大と受託研究契約を締結することを要しない。） 

 

（入会及び退会） 

第 5条  

(1) 本コンソーシアムの趣旨に賛同する法人又は団体は，随時，東工大と受託研究契約を締結し法人正会員となること

ができる。 

(2) 個人正会員となる者は，本規約を遵守する旨の誓約書を東工大に提出する。 

(3) 協力会員になろうとする者は，運営委員会の承認を得て，本規約を遵守する旨の誓約書を東工大に提出することに

より協力会員となる。 

(4) 協力会員は，任意に本コンソーシアムを退会することができる。 

 

（会員の責務） 

第 6条 会員は，本コンソーシアム規約及び運営委員会の議決を遵守する。 

 

（運営委員会） 
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第 7条 本コンソーシアムに，その活動を円滑に進めるため運営委員会を置く。 

2 運営委員会は，下記の事項を審議する。 

(1) 本コンソーシアムの活動計画 

(2) 本コンソーシアムの活動報告 

(3) 協力会員の承認 

(4) その他，本コンソーシアムの運営に関する重要事項 

3 運営委員会は，以下の委員により構成する。なお，委員は，代理人を指名して運営委員会に参加させることができる。 

(1) 法人正会員が指名する者 

(2) 代表者 

(3) 代表者が指名する，個人正会員 若干名 

(4) 会員の推薦を受け，代表者が指名する者であって，第 8 条に規定する会員の義務と同等の義務を負うことに同意し

た者（外部委員という。） 

4 運営委員会の委員長（以下「委員長」という。）は，代表者が務めるものとする。但し，委員長は，委員長を代行す

る者を指名することができる。 

5 運営委員会は，委員の過半数以上の参加をもって成立し，決定を要する事項については，委員の意見を聞いて，委員

長がこれを決定する。 

6 運営委員会に幹事会を置く。 

(1) 幹事会は，委員長及び運営委員会の承認を得て委員長が指名する委員若干名から構成する。 

(2) 幹事会は運営委員会における審議事項をあらかじめ整理する。 

(3) 運営委員会があらかじめ承認した審議事項については，幹事会の決定をもって運営委員会の決定とすることができ

る。 

(4) その他幹事会の運営については運営委員会に諮ってこれを決定する。 

 

（情報の管理） 

第 8 条 東工大及び会員は，運営委員会の運営を含む本コンソーシアムの活動の過程において，東工大又は会員が開示

し，又は提供した情報であって，情報の開示者又は提供者が特に秘密の保持を事前に要請したものについては，本コン

ソーシアムの設置期間中及びその後 3年間，これを第三者に開示し，又は提供しないものとする。 

2 会員は，東工大の要求があったときは，前項の秘密の保持に関する確認書を東工大に提出するものとする。当該確認

書の様式については，東工大がこれを定める。 

 

（活動成果・報告書の発表・公開） 

第 9 条 東工大及び会員は，本コンソーシアムの活動の成果を，第 8 条の規定を順守し，運営委員会に通知の上，学会

等で発表することができる。 

 

（費用） 

第 10条 法人正会員は，受託研究契約に基づく研究（以下「受託研究」という。）に必要な経費として金 1,300,000円(直

接経費 1,000,000 円及び間接経費 300,000 円。)消費税額及び地方消費税額を含む。）を年度ごと（年度途中に参加する

法人正会員についても同額とする）に東工大に支払わなければならない。なお，費用の支払い方法については，東工大

と個別の法人正会員が協議の上定める。 

2 本コンソーシアムに参加する法人正会員から納入される受託研究経費は，納入した者に関わらず，東工大において一

元的にまとめて第 1条の目的達成のため第 2条の活動に充当される。 

 

（知的財産権の取扱い） 

第 11条 本コンソーシアムの活動の過程において生じた知的財産権（受託研究の成果である知的財産権を含む。以下「知

的財産権」という。）の取り扱いについては，以下によるものとする。 

(1) 代表者が発明・考案等を成した知的財産権は，東工大に承継される。 

(2) 個人正会員が発明・考案等を成した知的財産権は，それぞれ個人に帰属する。ただし，東工大職員の発明・考案寄

与率分は，東工大に承継される。 

(3) 第 2条第 4項(2)の規定に基づき，法人正会員または協力会員が知的財産権の創出に貢献した場合は，東工大と当該

会員との共有とする。 

(4) 会員は，知的財産権の実施を希望する場合，権利者に実施許諾を申し出ることができる。 

(5) 申し出を受けた権利者は実施を許諾するものとし，その条件を別途契約で定めるものとする。 

 

（関連する共同研究等の実施） 

第 12条 東工大は，受託研究に加え，個々の法人会員及び協力会員と第 2条に関連する共同研究，受託研究その他の研

究協力を行うことができる。この場合は，別途，所要の契約を東工大と当該会員間で締結するものとし，当該契約に基

づく研究成果については，前条を適用しない。 

 

（設置期間） 

第 13条 本コンソーシアムの設置期間は，2015（平成 27）年 7月 1日より 2017（平成 29）年 3月 31日までとする。 

 

（協議） 

第 14 条 本規約に定めのない事項又は本規約に関する疑義を生じたときは，運営委員会の決議をもってこれを解決す

る。 
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（附 則）: 

 本規約は平成 27年 7月 1日より施行する。 

コンソーシアム規約の別紙   

 

本コンソーシアムの代表者：  岡崎健 東工大 特命教授 

  

別紙２ 

1. 本研究の表示 

(1) 研究題目 

グローバル水素エネルギーシステム構築に関する研究 

 

(2) 研究目的 

コンソーシアム規約第１条に掲げる目的とする。 

 

(3) 研究内容 

コンソーシアム規約第２条に掲げる内容とする。 

 

2. 研究期間 

平成 28年（2016年）4月 1日から平成 29年（2017年）3月 31日まで 

 

3. 研究担当者（下欄中の※の表示のある者を研究代表者とする。） 

氏名（職名（所属）） 

岡崎 健※ （特命教授（科学技術創成研究院），本コンソーシアム代表者） 

本コンソーシアムの個人正会員で東工大職員の者 

 

4. 費用 

直接経費 間接経費 

金 1,000,000円 金 300,000円 

注 1 直接経費及び間接経費のいずれについても，消費税額及び地方消費税額を含む。 

 

5. 費用の分割支払い （□ 次の通りとする。 ■ 特に定めない。） 

 支払期日 支払金額 

  直接経費 間接経費 

第 1回 請求書に定める日 金 1,000,000円 金 300,000円 

  金 1,300,000円 

 支払期日 
支払金額 

直接経費 間接経費 

第１回 請求書に定める日 
金 1,000,000円 金 300,000円 

金 1,300,000円 

  
  

 

 

    

別紙３ 

「グローバル水素エネルギーシステム構築に関する研究」実施計画書 

 

１．既存の情報の収集・整理・分析 

 グローバルなスケールでの水素サプライチェーン構築に関し，既存の情報を収集・整理・分析する。 

 

２．技術開発課題や研究課題の抽出 

 グローバル水素エネルギーシステム構築にあたりボトルネックとなっている技術開発課題や研究課題を抽出する。 

 

３．課題解決やシステムの社会実装に向けた方策の検討 

 グローバル水素エネルギーシステム構築に係る課題解決やシステムの社会実装に向けた方策を技術的側面に重点をお

いて検討する。 

 

４．ワークショップ・勉強会の開催 

 既存の情報の収集・整理・分析，技術開発課題や研究課題の抽出，課題解決やシステムの社会実装に向けた方策の検

討のため，ワークショップを適宜開催する。また，コンソーシアム規約第２条に掲げる内容に関し，テーマを絞った勉

強会を，随時，開催する。 

 

５．研究報告書の作成 

 各年度末に，研究報告書を作成し，コンソーシアム会員に配布する。 
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東工大グローバル水素エネルギーコンソーシアムでの研究推進構想 

・水素生成
・水素運搬
・水素利用

中立で多様な評価（LCS、Technology Assessment)

要素技術開発

＋

両者が必要 !

世界中から未利用エネ
ルギーを水素で供給

（グローバル水素
サプライチェーン）

 

                                                         出典：研究戦略室作成資料 
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中期計画【24】「国内外における産官学連携活動や政策・ビジョン提示等の社会連携を通

して、知の活用を推進する。」に係る状況 

 

本学が蓄積してきた知を社会において有効活用するため，産学連携推進本部において共

同研究，受託研究等の技術移転活動を積極的に進めた（資料 24－１）。特に共同研究は，リ

ーマンショック後の落ち込みから回復し，近年大幅に増加している（資料 24－２）。また，

企業等から共同研究費及び研究者を受入れ共同研究講座を設置し，新たな研究成果の創出

を図った（資料 24－３）。 

 

産学連携を進めた成果も数多く上げられ，本学の研究成果を広く社会に活用し，新産業

の創出・イノベーションの促進に貢献できたと考えている。また，文部科学省の大学発新

産業創出拠点プロジェクト（START）を活用し，東工大発ベンチャー企業の称号付与を行う

など，ベンチャー支援を行った（資料 24－４）。特筆すべき成果として，先端医療機器の開

発・製造を行う「リバーフィールド株式会社」（東工大発ベンチャー。本学精密工学研究所

教員設立）による国産手術支援ロボットシステムの事業化や，知的財産特別貢献賞や，井

上春成賞を受賞した細野秀雄教授の IGZO に関する技術による産業貢献などが挙げられる

（資料 24－５～７）。 

 

政策・社会ビジョン提示等の社会連携としては，各省庁との情報交換及び政府審議会等

への参加により，本学で創造された知を社会に還元した。第５期科学技術基本計画の策定

には，本学学長と細野教授が参画した（資料 24－８）。また，科学技術振興機構が研究活動

の活性化等を目的に国の政策の一環として実施する科学技術コモンズに積極的に参加し，

本学が保有する知的財産権の公開により，本学が保有する特許を研究段階において自由に

使用できるようにした。 

 

（資料 24－１）産学連携本部における連携の形 

 

出典：産学連携推進本部パンフレット 
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（資料 24－２）共同研究，受託研究，学術指導，特許出願，ライセンス実施契約等 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

共同研究件数 442 421 476 661 533 542 741 

受託研究件数 128 158 196 248 202 223 247 

共同研究収入（百万円） 1,674 1,471 1,580 1,528 1,559 1,687 1,786 

受託研究収入（百万円） 541 632 806 2,934 2,079 2,698 2,551 

特許出願件数（国内） 274 233 350 348 220 178 214 

ライセンス件数 40 94 135 138 235 172 140 

ライセンス収入（千円） 27,646 21,524 34,758 34,939 44,688 77,918 53,771 

出典：評価室作成資料 

 

（資料 24－３）共同研究講座一覧 

 

                         出典：本学ホームページ 

http://www.sangaku.titech.ac.jp/system/pdf/160405.pdf 
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（資料 24－４）東工大発ベンチャー一覧 
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出典：産学連携推進本部作成資料 
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（資料 24－５）国産手術支援ロボットシステムの事業化 

 

出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/news/2014/027827.html 

 

 

出典：リバーフィールド株式会社ホームページ http://www.riverfieldinc.com/ 
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（資料 24－６）細野秀雄教授が知的財産特別貢献賞（第 2回）受賞 

 

出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/news/2015/030103.html 

 

（資料 24－７）平成 27年度 井上春成賞 

 

出典：http://inouesho.jp/jyusyou/40/index.html 
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（資料 24－８）第 5期科学技術基本計画 関連委員会（本学参加者）  

 

 

出典：http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/sangyougijutsu/kenkyu_hyoka/pdf/006_s01_00.pdf 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/015-6/shiryo/attach/1354080.htm 
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また「革新的イノベーション創出プログラム」において，25年度に COI-T（「オンデマン

ド・ライフ＆ワークを全世代が享受できる Smart 社会を支える世界最先端 ICT 創出 COI 拠

点」）を立ち上げ，産学連携推進本部及び研究戦略推進センターが，教員と参画企業との連

絡調整，情報収集等を行った。この COI-Tでの取組を経て，27年度より本格拠点に昇格し，

27年４月に『以心電心』ハピネス共創研究推進機構を設置（資料 22－５）した。産学官の

関係機関との連携（資料 24－９）による，調査及び革新的な研究開発並びにその成果を実

用化するための取組を行い，全世代の人々が文化・習慣の違いを越え，人口構造に依らな

い活力ある社会の実現に資するための研究開発を進めた。 

 

 

（資料 24－９）『以心電心』ハピネス共創研究推進機構における産学官連携体制 

 

出典：本学ホームページ http://www.coi.titech.ac.jp/coi_1.html 
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中期計画【25.1】「本学で創造された新しい価値を活用して、学内及び国内外の他大学・

研究機関との連携による融合領域・新規領域の開拓に取り組む。」に係る状況 

   

学術研究の新展開を図り，学内外と広く連携して組織的に取り組む“フロンティア研究”

の推進を目的に 22年４月，フロンティア研究機構（フロンティア研究センターを発展的に

改組）を設置し，科学技術振興機構（JST）の ERATOプロジェクトである「彌田超集積材料

プロジェクト」を含む研究部門プロジェクトと寄附研究部門プロジェクト等を推進した（資

料 25.1－１）。 

 

その結果，25 年度に鉄系超伝導体研究の細野秀雄教授及びオートファジー作用研究の大

隅良典教授が，学術論文の被引用数に基づき各分野の上位 0.1％にランクする研究者の中か

ら選出されるトムソン・ロイター引用栄誉賞を受賞した。大隅教授は，24 年度に科学や文

明の発展，また人類の精神的深化・高揚に著しく貢献した方々の功績を讃える国際賞であ

る京都賞，26年度に生命科学・医学分野の最も著名な賞であるガードナー国際賞，27年度

に生物学の研究において世界的に優れた業績を挙げ世界の学術の進歩に大きな貢献をした

研究者に授与される国際生物学賞を受賞し，文化功労者にも選ばれるなど，その業績は高

く評価されている（資料 25.1－２）。 

 

（資料 25.1－１）フロンティア研究機構におけるプロジェクト活動（第２期中期目標期間） 

プロジェクト名 プロジェクトリーダ

ー 

氏名・職名（採択時） 

研究期間・研究費等 

彌田超集積材料プロジェクト 彌田智一 教授 研究期間：平成 22年度～平成 27年度 

研究費総額：約 15億円 

研究資金：JST／戦略的創造研究推進事業（ERATO） 

異 種 機 能 集 積 研 究 （ Green ICE 

Initiative）プロジェクト 

益一哉 教授 研究期間：平成 26年度～平成 30年度 

研究費総額：約 97百万円（平成 26年度実績） 

研究資金：JST／CREST，COI-T，民間等との共同研究

など 

革新固体触媒 原亨和 教授 研究期間：平成 26年度～平成 30年度 

研究費総額：約 1億円 

研究資金：（主催ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）JST／ALCA，NOVACAM，NEDO

／非可食性植物由来化学品製造ﾌﾟﾛｾｽ技術開発，

（分担ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）JST／ACCEL，CREST 

オートファジーの分子機構 大隅良典 特任教授 研究期間：平成 19年度～平成 23年度 

研究費総額：約 6億円 

研究資金：文部科学省特別推進研究，ﾀｰｹﾞｯﾄﾀﾝﾊﾟｸ研

究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ，若手研究(A)，特定領域研究など 
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オートファジーの分子機構 大隅良典 栄誉教授 研究期間：平成 24年度～平成 27年度 

研究費総額：約 5億円 

研究資金：文部科学省特別推進研究（大隅良典），最

先端・次世代研究開発支援プログラム（中戸川仁）

など 

グリーンナノエレクトロニクスデバイ

ス創製の研究 

岩井洋 教授 研究期間：平成 20年度～平成 26年度 

研究費総額：約 6億円 

研究資金：経済産業省／戦略的技術開発事業ﾅﾉｴﾚｸﾄﾛﾆ

ｸｽ半導体新材料・新構造開発，NEDO／ｴﾈﾙｷﾞｰ革新

技術開発事業，科学研究費補助金特定領域研究，

基盤研究(A)，民間等との共同研究，JST／国際科

学技術協力基盤整備事業，JSPS／二国間交流事

業，産総研／先端研究助成基金助成金など 

廃棄物・バイオマスの革新的エネルギ

ー資源化技術の総合的開発 

吉川邦夫 教授 研究期間：平成 19年度～平成 23年度 

研究費総額：約 12～20億円 

研究資金：科学研究費補助金，民間等との共同研究，

NEDO ﾊﾞｲｵﾏｽﾌｨｰﾙﾄﾞ実証事業，資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁補助事

業など 

革新的エネルギー・環境材料 細野秀雄 教授 研究期間：平成 21年度～平成 26年度 

研究費総額：約 32億円 

研究資金：JSPS 最先端研究開発支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ，文部

科学省／元素戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ，民間等との共同研究

など 

バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発 

岩本正和 教授 研究期間：平成 20年度～平成 24年度 

研究費総額：約 14億円 

研究資金：NEDO／ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ関連先導技術開発研究

資金，JSPS／科学研究費補助金学術創成研究費，

JST／先導的低炭素化技術開発補助金 

E-カドヘリンキメラタンパク質を接着

マトリックスとし ES/iPS 細胞の新し

い単細胞培養システムの開発 

赤池敏宏 教授 研究期間：平成 21年度～平成 24年度 

研究費総額：約 1.7億円 

研究資金：文部科学省／科学技術試験研究委託事業

「再生医療の実現化プロジェクト」 

細胞活性化型キメラマトリックスの設

計による ES/iPS 細胞の機能と分化過

程の制御 

赤池敏宏 教授 研究期間：平成 23年度～平成 26年度 

研究費総額：約 2億円 

研究資金：科学研究費補助金基盤研究(S) 

機能性低分子化合物の医療分野への展

開 

田畠健治 特任准教

授 

研究期間：平成 22年度～平成 25年度 

研究費総額：約 1億円 

研究資金：SBI ｱﾗﾌﾟﾛﾓ(株)・寄附金，科学研究費補助

金 
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省エネルギー社会の基盤となる超低損

失・高効率電子デバイスの研究開発 

筒井一生 教授 研究期間：平成 27年度～平成 29年度 

研究費総額：約 1億円 

研究資金：NEDO／新学術領域研究 

出典：本学ホームページ http://www.fcrc.titech.ac.jp/cat11/detail_55.html を参考に

評価室作成 

 

（資料 25.1－２）主な受賞・表彰等実績 

年 氏名・職名（採択

時） 

受賞・表彰等名 

平成 27

年 

大隅良典 栄誉教

授 

文化功労者(2015.10. 30) 

大隅良典 栄誉教

授 

第 20回慶應医学賞(2015.9.14) 

大隅良典 栄誉教

授 

第 31回国際生物学賞(2015.8.5) 

大隅良典 栄誉教

授 

日本内分泌学会マイスター賞(2015.4.24) 

大隅良典 栄誉教

授 

ガードナー国際賞(2015.3.25) 

細野秀雄 教授 日本国際賞(2016.1.26)「ナノ構造を活用した画期的な無機電子機能物質・材料の創製」 

細野秀雄 教授 日本学士院賞・恩賜賞(2015.3.12)「無機電子機能物質の創製と応用に関する研究」 

細野秀雄 教授 知的財産特別貢献賞(2015.2)「高精細ディスプレイに適した酸化物半導体」 

細野秀雄 教授 井上春成賞(2015.7)「酸化物半導体 In-Ga-Zn-Oスパッタリングターゲットの開発」 

岩井洋 教授 IEEE Cledo Brunetti Award 

平成 26

年 

細野秀雄 教授 米国物理学会 James C. McGroddy Prize for New Materials(2014.10) 

「鉄系超伝導体の発見」 

中戸川仁 特任准

教授 

文部科学大臣表彰 若手科学者賞（2014.4） 

細野秀雄 教授 ITC 10th Anniversary Prize（2014.1） 

平成 25

年 

細野秀雄 教授 

林克郎 准教授 

戸田善丈 特任講

師 

Daiwa Adiran Prize 2013（2013.12） 

細野秀雄 教授 第 12回日本イノベーター大賞優秀賞（2013.10） 

「IGZO」と呼ばれる「酸化物半導体」を開発 

細野秀雄 教授 トムソン･ロイター引用栄誉賞（2013.9）「鉄系超伝導体の発見」 

大隅良典 特任教

授 

トムソン･ロイター引用栄誉賞（2013.9） 

「オートファジーの分子メカニズムおよび生理学的機能の解明」 

細野秀雄 教授 第 17回工学教育賞(業績部門)（2013.9） 
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「最先端研究に裏打ちされた新材料研究の啓蒙教育」 

細野秀雄 教授 NIMS賞（2013.5）「酸化物を主体とする固体中の電子を活かした新機能の開拓」 

細野秀雄 教授 第 54回本多記念賞（2013.2）「透明酸化物の新機能開拓と応用展開に関する先駆的研究」 

彌田智一 教授 nano tech 大賞 2013 微細加工技術部門部門賞（2013.2） 

平成 24

年 

細野秀雄 教授 2012年仁科記念賞（2012.11）「鉄系超伝導体の発見」 

大隅良典 特任教

授 

第 28回京都賞（2012.6.22）「オートファジーの分子機構と生理機能の解明」 

片瀬貴義（細野

研・研究員） 

「第 26回独創性を拓く 先端技術大賞」フジテレビジョン賞 

「鉄系高温伝導体の粒界伝道特性の解明と薄膜線材への応用～次世代超電導線材への

可能性を探る～」 

平成 23

年 

細野秀雄 教授 2011年国際情報ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ学会 JAN Rajchman Prize (2011.5) 

「高い電子移動度を有する透明ｱﾓﾙﾌｧｽ酸化物半導体（TAOS)と TAOS-TFTの創出と開発，

特に InGaZnOx (IGZO)-TFTの FPDへの応用 」 

小倉俊一郎 特任

准教授 

ﾎﾟﾙﾌｨﾘﾝ研究会奨励賞（2011.5） 

「ｱﾐﾉﾚﾌﾞﾘﾝ酸(ALA)を用いたがんの光線力学治療/診断ならびにｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞに関する研究」  

細野秀雄 教授 The Most Cited Paper Award (2006-2010), Journal of Non-Crystalline Solids 

(2011.4) 

「Ionic amorphous oxide semiconductors: Material design, carrier transport, and 

device application」 

岩井洋 教授 （社）電気学会フェロー（2011.4） 

細野秀雄 教授 

寺倉清之 特任教

授 

石橋章司(産総研） 

第 16回日本物理学会論文賞(2011.3) 

「A Possible Ground State and Its Electronic Structure of a Mother Material 

(LaOFeAs) of New Superconductors」 

細野秀雄 教授 第 11回応用物理学会業績賞（研究業績）(2011.3) 

「新機能酸化物の創製に関する先駆的研究」 

細野秀雄 教授 

神谷利夫 教授 

野村研二 特任准

教授 

平成 22年度 手島精一記念研究賞（発明賞）(2011.2) 

「酸化物半導体薄膜トランジスタ」 

細野秀雄 教授 2010年度朝日賞(2011.1)「透明酸化物半導体・金属の創出 」 

平成 22

年 

細野秀雄 教授 

神谷利夫 教授 

平野正浩 客員教

授 

宮川仁 

金起範 

平成 22年度 表面化学学会 会誌賞 

「ナノ構造を利用したセメント鉱物 C12A7 の金属化：高透光性導電体薄膜の作製と低

仕事関数を利用した電子注入電極への応用」 

出典：本学ホームページ http://www.fcrc.titech.ac.jp/cat8/detail_102.html 
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本学の研究力の一層の強化に資することを目的に設置された研究戦略推進センター（資

料 21－9）のリサーチ・アドミニストレーター（URA）により，新たに取り組むべき融合領

域・新規領域を開拓し，大学の先駆的な研究分野の拠点形成のための支援等を行っている

（資料 25.1－３）。 

豊富な経験と知識を兼ね備えた URA による拠点形成支援や研究提案により，多くの成果

が生まれている。 

 

（資料 25.1－３）リサーチ・アドミニストレーター（URA）による支援プロジェクト 

◆内閣府 最先端開発支援プログラム（FIRSTプログラム） 

フロンティア研究機構・細野秀雄教授が中心研究者である研究拠点「新超電導および関連機能物質の探索と産業用

超電導線材の応用」プロジェクトの研究推進・研究支援 

 

◆内閣府 最先端・次世代研究開発支援プログラム（NEXTプログラム） 

政策的・社会的意義が特に高い先端的研究として上記プログラムに選ばれた研究者（16名所属）の支援 

 

◆（独）科学技術振興機構（JST）戦略的創造研究推進事業（ERATO型研究） 

フロンティア研究機構・彌田智一教授が研究総括を務める「彌田超集積材料プロジェクト」の研究推進・研究支援 

 

◆文科省 国家課題対応型研究開発推進事業 元素戦略プロジェクト 

フロンティア研究機構・細野秀雄教授が代表研究者である電子材料領域の研究拠点「東工大元素戦略拠点（TIES）」

及び TIESの目的を遂行する研究施設として設置された「元素戦略研究センター」の研究推進・研究支援 

 

◆文科省 世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI） 

本学の廣瀬敬教授が拠点長を務める「地球生命研究拠点（Earth-Life Science Institute; ELSI）」及び ELSIの目

的を遂行する研究施設として設置された「地球生命研究所」の研究推進・研究支援 

出典：本学ホームページ 

http://www.rac.titech.ac.jp/research/activity/projects_supported.html  

を基に評価室作成 

 

 学内及び国内外の他機関との連携による融合領域・新規領域の開拓による特筆すべき成

果としては，24 年度に文部科学省の元素戦略プロジェクト＜拠点形成型＞の電子材料領域

の拠点に，細野秀雄教授をリーダーとする「東工大元素戦略研究拠点」が採択され，物質・

材料研究機構，高エネルギー加速器研究機構，東京大学等との連携により，多存元素を使

って革新的な電子機能の設計の実現を目指す研究を進めている。 

この「東工大元素戦略研究拠点」の遂行及び電子材料の元素フロンティアを開拓し，豊

富で無害な元素で新しい材料科学分野の発展に資するための研究に学内外と広く連携して

取り組むことを目的として，元素戦略研究センターを設置し，学長裁量ポスト，研究スペ

ース等によりこれを支援し，またこれに併せて元素戦略研究棟（通称：元素キューブ）を

新営した（26年度末に竣工）（資料 25.1－４）。 
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（資料 25.1－４）元素戦略研究センター新棟（通称：元素キューブ） 

 

出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/research/stories/mces.html 

 

 

また，24年度世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）に採択され新たに設置した「地

球生命研究拠点（Earth-Life Science Institute; ELSI）」及び ELSI の目的を遂行する研

究施設として設置した地球生命研究所において「生命が生まれた初期地球の環境をもとに

地球・生命の起源を解明する」ことについて研究を行っていることも特筆すべき点である。 

（活動の詳細は中期計画【25.2】に記載。） 

 

 これら拠点の提案にあたり，前述の URA等が支援を行った。 
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中期計画【25.2】「世界トップレベル研究拠点「地球生命研究所」において、初期地球に

フォーカスし、地球と生命の起源と進化を互いに関連づけて明らかにすることを目指す

研究を推進するとともに、このための組織整備等を重点的に行う。」に係る状況 

   

24 年度世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）に採択された「地球生命研究拠点

（Earth-Life Science Institute; ELSI）」及び ELSI の目的を遂行する研究施設として 24

年 12月に地球生命研究所（資料 25.2－１）を設置した。 

拠点への採択以降，組織整備等を精力的に進め，研究所の運営に係る所長への助言・サ

ポートを行う運営会議，国際的な観点から助言を受けることを目的とした国際アドバイザ

リーボード，研究に関する助言を日常的に求めるため，６名のリサーチアドバイザーを任

命といった各種組織の整備を行い，研究所の円滑な運営を図った（資料 25.2－２）。また，

26年度に本学で初となるクロス・アポイントメント制度適用による教員の雇用（資料 25.2

－３），世界トップレベルの主任研究者の雇用，学長裁量ポストの配分による研究教育の充

実，学長裁量スペースの配分による研究活動拠点の確保を行った。26 年度末には新たな研

究棟を竣工し，さらなる研究環境の整備を図った（資料 25.2－４）。 

 

「生命が生まれた初期地球の環境をもとに地球・生命の起源を解明する」ことを目的に

精力的に研究を推進するとともに，「地球科学」「生命科学」，さらには初期地球を知るうえ

で欠かせない「惑星科学」といった幅広い分野の学問を融合させた新たな学問を「生命惑

星学」と名付け，生命惑星学における国際拠点の形成に取組んだ。 

特筆すべき成果としては， 

・ 特殊な温泉環境下で無機的な化学反応によって生命のもととなる炭化水素が合成され

ていることを突き止め，地球初期の生命誕生のメカニズムを解き明かした 

・ 地球中心部に大量の水素があることを明らかにし，地球誕生時には大量の水が既に存

在していたという地球形成の歴史の新しい発見をした 

など，目ざましい成果を生み出している（資料 25.2－５）。 

 

 研究所では，定期的にディスカッションを行う場を設け，異分野間に潜在する言葉や文

化の壁を取り払い，研究者の相互理解を促進させている。プリンストン高等研究所の学際

研究プログラムを成功に導いた Piet Hut参与の助言をもとに，幅広い異分野融合研究を促

す活動を行った。主な取組として，研究関連テーマについてパネルディスカッションを行

う ELSI フォーラム，月２回 ELSI メンバーによる研究発表とディスカッションを行う ELSI

アセンブリー，不定期に外部のゲストを招き研究発表とディスカッションを行う ELSI セミ

ナー等を行った（資料 25.2－５）。 

また，講演会シリーズである"Tokyo Tech Inspiring Lecture Series"にノーベル賞受賞

者をはじめとする世界トップレベル研究者を招き，研究の最前線について講演を行う等，

各種イベント，国際シンポジウムを開催し，その研究成果の公知と研究の更なる発展を目

指した活動を行った（資料 25.2－５，６）。 
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27年度には，米国のジョン・テンプルトン財団から，総額 550万ドル（約６億７千万円）

の研究資金を獲得（資料 25.2－７）し，これを基に ELSIがハブとなり生命起源に関わる世

界中の研究者同士をつなぐネットワークの強化と拡大を目的とする「EON（ELSI Origins 

Network）プロジェクト」を開始し，研究を推進した。 

 

なお，これら研究活動の状況等は，ホームページをはじめ広報誌等で積極的な広報活動

を行い，広く社会に向け情報を発信した（資料 25.2－８）。 

 

（資料 25.2－１）世界トップレベル研究拠点プログラム採択拠点一覧 

 

出典：文部科学省ホームページ 

 

（資料 25.2－２）地球生命科学研究所組織図 
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出典：本学ホームページ 

http://www.elsi.jp/ja/about/outline/organization/organizational-chart.html 

（資料 25.2－３）国立大学法人東京工業大学クロス・アポイントメント制度に関する規則 

○国立大学法人東京工業大学クロス・アポイントメント制度に関する規則 

平成 26年 9月 25日 

規則第 29号 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，国内外から優れた人材を確保し，もって国立大学法人東京工業大学（以下「本学」という。）にお

ける教育，研究及び産学連携活動を推進するため実施するクロス・アポイントメント制度に関し必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第 2条 この規則において「クロス・アポイントメント制度」とは，次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 国立大学法人東京工業大学職員就業規則(平成 16年規則第 10号)の適用を受ける教授，准教授，講師又は助教（以

下「教員」という。）が，本学の教員の身分を保有したまま本学以外の機関（以下「相手方機関」という。）の職員

として雇用され，本学及び当該相手方機関の業務を行うこと(ただし，兼業によるものを除く。)。 

二 相手方機関の職員の身分を保有する者が，当該相手方機関の身分を保有したまま本学の教員として雇用され，当

該相手方機関及び本学の業務を行うこと。 

2 この規則において「部局」とは，大学院の各研究科（大学院理工学研究科を除く。），大学院理工学研究科の各学系，

各学部，各附置研究所，各研究施設，各学内共同研究教育施設及び各研究院等をいう。 

(適用の申出及び可否の決定) 

第 3条 部局の長は，本学の教員又は相手方機関の職員（以下「教員等」という。）にクロス・アポイントメント制度を

適用しようとする場合は，学長に申し出るものとする。 

2 学長は，前項の申出を受けたときは，国立大学法人東京工業大学教員選考規則(平成 16年規則第 25号)第 3条に規定

する人事委員会の議を経て，クロス・アポイントメント制度の適用の可否を決定する。 

(勤務時間等の取扱い) 

第 4 条 クロス・アポイントメント制度を適用する教員等の勤務時間，休日及び休暇等の取扱いについては，国立大学

法人東京工業大学職員の勤務時間，休日及び休暇等に関する規則(平成 16 年規則第 54 号)の規定にかかわらず，本学

と相手方機関との協議により決定する。 

2 クロス・アポイントメント制度を適用する教員等の賃金の取扱いについては，国立大学法人東京工業大学職員賃金規

則(平成 16年規則第 11号)の規定にかかわらず，本学と相手方機関との協議により決定する。 

3 前 2項に定めるもののほか，クロス・アポイントメント制度を適用する教員等の勤務に関し必要な事項は，本学と相

手方機関との協議により決定する。 

(協定書の締結等) 

第 5 条 学長は，教員等にクロス・アポイントメント制度を適用しようとする場合は，相手方機関の長と協定書を締結

しなければならない。 

2 学長は，前項の協定書の内容について，クロス・アポイントメント制度を適用しようとする教員等の同意を文書で得

なければならない。 

(雑則) 
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第 6条 この規則に定めるもののほか，クロス・アポイントメント制度に関し必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

この規則は，平成 26年 10月 1日から施行する。 

附 則(平 27.3.6規 18) 

この規則は，平成 27年 4月 1日から施行する。 

出典：本学ホームページ 

http://www.somuka.titech.ac.jp/reiki_int/reiki_honbun/x385RG00000998.html 

 

（資料 25.2－４）ELSI研究棟 

 

出典：本学ホームページ 

 

（資料 25.2－５）地球生命研究所（ELSI）パンフレット 

 

出典：本学ホームページ http://www.elsi.jp/ja/about/docs/ELSI_brochure_jp_web.pdf 
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（資料 25.2－６）Tokyo Tech Inspiring Lecture Series（第 1回）プログラム（抜粋） 

 

出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/event/pdf/e000237_02.pdf 

  

（資料 25.2－７）米国のジョン・テンプルトン財団 

  

出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/news/pdf/tokyotechpr20150803_elsi.pdf 
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（資料 25.2－８）地球生命研究所の研究活動，ニュース・広報のウェブサイト 

  

出典：本学ホームページ http://www.elsi.jp/ja/research/ ， 

http://www.elsi.jp/ja/news/   
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中期計画【26】「従来の研究科・専攻、研究所、センター等の枠組みとは別に、全学体制

で特定の研究領域の研究者組織を機動的に構築する制度を整備し、実施する。」に係る

状況 

 

本学の研究戦略の基本方針を，研究戦略室（資料 21－1）が 19 年に研究ポリシーペーパ

ーに取りまとめている。本ポリシーペーパーには「研究組織改革の展望」として，「継続的

な進化型研究組織への変革」及び「部局横断型の研究組織の構築」が重要であることを示

した。 

 

これを踏まえ，本学の研究組織の統合的な運営を行い，研究における本学の総合力を発

揮するための組織として 22 年４月に統合研究院を設置（資料 26－１）した。統合研究院で

は，資源化学研究所，精密工学研究所，応用セラミックス研究所，原子炉工学研究所，像

情報工学研究所（元素戦略研究センターが 24年９月に追加）の研究所群と，組織的な連携

研究を行うためのプラットフォームとしての役割を担うソリューション研究機構（資料 23

－１）及びフロンティア研究機構（資料 25.1－１）の研究機構等により構成し，活発に研

究活動を行った。 

 

総合プロジェクト支援センターのコーディネート機能により支援した東工大元素戦略拠

点が 24年度元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞に採択され，24年８月，新統合研究

院に新たな研究組織として元素戦略研究センターが設置された。 

また，環境エネルギー機構（資料 22－１），ライフ・エンジニアリング機構（資料 22－

３），イノベーション研究推進体（資料 22－４）といった本学の組織及び教員の横断的連携・

協力により研究を推進する体制を整えた。さらに，研究プロジェクトを発展させた枠組み

である「研究センター」として AES センターを発足させ，低炭素社会の要となる再生可能

エネルギーや省エネを極限まで取り込んだ地域づくり「スマートコミュニティー」の実現

を目指して，本格的な次世代エネルギーの基盤技術の開発・実証研究に共同で取組んだ。 

 

本学が進める研究改革の一環として，学院，研究所等から生まれた新たな科学技術（領

域）の芽や社会から強く求められている科学技術（領域）を具体的なミッションの下で育

て，これを牽引する強力なリーダーを擁する研究グループとして，科学技術創成研究院を

創設し，その下に研究ユニットを設置することとし，ソリューション研究機構において企

画プロジェクトとして準備を進め，グローバル水素エネルギー研究ユニットを 28年４月に

設置することを 27年７月に決定した（資料 26－２）。 
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（資料 26－1）統合研究院の組織構成 

 

出典：本学ホームページ 

 

（資料 26-2）科学技術創成研究院組織図 

 

 

出典：本学作成資料 

http://www.titech.ac.jp/news/2016/033784.html 
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中期計画【27】「優れた研究者を適切に評価してインセンティブを付与する体制を構築し、

実施する。」に係る状況 

優れた研究者を適切に評価しインセンティブを付与するため，研究戦略室（資料 21－１）

では，本学の教員の研究動向を把握するとともに，必要な支援策について検討を行い，実

施している。 

 

実績としては，挑戦的研究賞（資料 21－２），「東工大の星」支援（STAR）（資料 21－３），

「研究の種発掘」支援（資料 21－４），末松賞「研究の種発掘」支援（資料 21－５），研究

戦略室による研究支援（資料 21－６）といった本学の研究者を支援する取組を実施した。

なお，挑戦的研究賞では，22年度から特に優れた研究内容を学長特別賞として表彰した。 

 

また，外部資金に伴う間接経費獲得で貢献する教員へのインセンティブとして，学長裁

量スペースの提供（資料 27－１，２），大学に多大な貢献をした職員へ職員報奨金の給付（資

料 27－３）を行った。加えて，24 年度より科学研究費補助金の間接経費の 10％相当額を研

究代表者へ研究費としての還元を促進し，その獲得のインセンティブを更に高めた。 

 

（資料 27－１）国立大学法人東京工業大学における学長裁量スペースの使用等に関する規

則（抜粋） 

○国立大学法人東京工業大学における学長裁量スペースの使用等に関する規則 

平成 24年 11月 2日 

規則第 60号 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，国立大学法人東京工業大学（以下「大学」という。）における学長裁量スペースの使用等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

第 19条 学長は，学長裁量スペースの使用が，次の各号のいずれかに該当する場合は，使用料の一部又は全部を免除す

ることができる。 

一 工事に伴う避難スペースとして使用する場合 

二 間接経費等を獲得した外部資金事業等に使用する場合（J3レンタルラボを使用する場合を除く。） 

三 その他教育研究上必要と認めた場合 

2 前項第 2号に該当する場合の使用料の免除の取扱いは，次のとおりとする。 

一 獲得した間接経費等の月額を 25万円で除して得た数（小数点以下の端数がある場合は，その端数を切り捨てた

数）を上限とする単位数までの学長裁量スペースの使用料の全部を免除することができる。 

二 研究利用における間接経費等は，研究代表者が同一人である場合は，複数の研究プロジェクトの間接経費等を合

算することができる。 

三 間接経費等の月額は，当該事業等で獲得する間接経費等の全額を当該事業等の期間の月数(1月に満たない期間

がある場合は，その期間を切り捨てた月数)で除した額とする。 

3 学長裁量スペースを寄附講座又は寄附研究部門のために使用する場合及び外部資金事業等のために使用する場合で

直接経費の使途として光熱水料の支出が認められていないときは，学長は，別表 1に定める基準単価から別表 2に定

める光熱水料相当額を免除した額を基準単価とすることができる。 

出典：国立大学法人東京工業大学における学長裁量スペースの使用等に関する規則から抜 

粋 

http://sprb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView 
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（資料 27－２）学長裁量スペース提供数リスト 

学長裁量スペース 研究戦略室承認分

1単位=25m2

年度 単位数 面積（m2）

平成22年度 27.0 675.0

平成23年度 32.0 800.0

平成24年度 62.0 1550.0

平成25年度 38.0 950.0

平成26年度 42.0 1050.0

平成27年度 50.5 1262.5

合計 251.5 6287.5
 

出典：研究企画課作成資料 

 

（資料 27－３）国立大学法人東京工業大学職員報奨金規則 

○国立大学法人東京工業大学職員報奨金規則 

平成 20年 7月 18日 

規則第 68号 

(趣旨) 

第 1条 この規則は，国立大学法人東京工業大学(以下「大学」という。)の職員に支給する特別の報奨金(以下「報奨金」

という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(目的) 

第 2条 報奨金は，大学に多大な貢献等をした職員の勤労等に報い励ますとともに，他の職員の勤労意欲の向上及び志

気高揚を図り，もって大学を一層発展させることを目的とする。 

(定義) 

第 3条 この規則において「多大な貢献等」とは，次の各号に掲げるとおりとする。 

一 ノーベル賞，文化勲章，文化功労者，日本学士院賞，日本芸術院賞等の著名な賞等を受賞したこと。 

二 外部資金，寄附金等により 1,500万円以上の多額な間接経費を獲得したこと。 

三 東工大教育賞又は東工大特別賞を受賞したこと。 

四 前各号に定めるもののほか学長が特に認めるもの。 

(受給者の決定) 

第 4条 報奨金の受給者の決定は，学長が行う。 

2 受給者は，個人又は複数人とすることができる。 

(支給額) 

第 5条 報奨金の支給額は，当該職員の貢献等の度合いに応じ，学長が決定する。受給者が複数である場合についても

同様とする。 

(雑則) 

第 6条 この規則に定めるもののほか，報奨金の支給に関し必要な事項は，学長が別に定める。 

附 則 

この規則は，平成 20年 7月 18日から施行する。 

出典：国立大学法人東京工業大学職員報奨金規則 

http://www.somuka.titech.ac.jp/reiki_int/reiki_honbun/x385RG00000205.html 
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中期計画【28】「研究プロジェクトを支援する人材を確保し、配置する。」に係る状況 

 

研究戦略推進センター（資料 21－10）において，本学の研究者による「国民との科学・

技術対話」を企画・実施する教育研究支援員，研究プロジェクトを支援する研究支援担

当特任教員，さらには 25年度に採択された研究大学強化促進事業により，国際法務担当，

国際広報担当，国際共同研究担当，外国人教員支援担当，研究拠点形成担当，調査・分

析担当の計６名及び自主経費の３名，あわせて合計９名のリサーチ・アドミニストレー

タ―（URA）を採用し，研究支援人材の拡充を図った（資料 28－１）。 

また，技術部において，より多くの技術職員が研修に参加可能となるような研修・出

張制度の見直し，効果的な技術力の向上を図る人財育成プログラムの策定，専門技術ス

タッフの適正配置等を行った（技術部における取組については，中期計画 31において後

述）。 

 

これら研究支援人材の拡充により，全学レベルの研究プロジェクトの支援として，文

部科学省の 24 年度元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞に対応して電子材料領域で

「東工大元素戦略拠点」を，文部科学省の 24年度世界トップレベル研究拠点プログラム

（WPI）に対応して「地球生命研究所」構想を提案し，それぞれ採択された。また，25年

度に提案し COI トライアルとして採択された 1 件について，その活動を推進した結果，

27 年度に本格拠点に昇格し，COI-STREAM『以心電心』ハピネス共創社会構築拠点として

活動を開始した（資料 28－２）。 

さらに，26 年度より開始された SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）に対応

し，本学からの提案の作成を支援した結果，８課題について本学教員が参画し，本学教

員を研究責任者とする研究拠点が４件となった（資料 28－３）。 

 

（資料 28－１）URA配置 

出典：研究企画課作成資料 
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（資料 28－２）研究戦略推進センターが支援したプロジェクト（抜粋） 

 

出典：本学ホームページ 

http://www.rac.titech.ac.jp/research/activity/projects_supported.html 

 

（資料 28－３）SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）採択一覧 

配分 

機関 

課題名 研究開発課題名 研究責任者 職名（採択時） 研究期間 

JST 革新的構造

材料 

ジェットエンジン用高性能 TiAl 基合金の設

計・製造技術の開発 

竹山 雅夫 大学院理工学研究科, 教授 H26 年９月～ 

H29 年３月 

JST ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな

防災・減災

機能の強化 

地域防災の持続的向上可視化アプリケーシ

ョンの技術開発 

大佛 俊泰 大学院情報理工学研究科, 教授 H26 年９月～ 

H29 年３月 

NEDO 次世代ﾊﾟﾜｰ

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

次世代ﾊﾟﾜｰﾓｼﾞｭｰﾙを使用したﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

機器とその統合ｼｽﾃﾑの包括的研究開発 

赤木 泰文 大学院理工学研究科,教授 H26 年９月～ 

H29 年３月 

NEDO 革新的設計

生産技術 

東工大-大田区協創による喜びを創出する革

新的ものつくり環境の構築と快適支援機器

の設計製造技術の開発 

武田 行生 大学院理工学研究科,教授 H26 年 10 月～ 

H29 年３月 

 

 

出典：評価室作成資料 
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中期計画【29】「長期的視点での基礎的・基盤的・萌芽的領域の研究を強化するための資

源を確保し、配分する。」に係る状況 

   

 研究戦略室（資料 21－１）及び研究戦略推進センター（資料 21－９）にて，研究強化の

ための支援策を実施し，研究費等の配分を行っている。 

 具体的には，挑戦的研究賞（資料 21－２），「東工大の星」支援（STAR）（資料 21－３），

「研究の種発掘」支援（資料 21－４），末松賞「研究の種発掘」支援（資料 21－５），研究

戦略室による研究支援（資料 21－６）といった本学の研究者を支援する取組を行った。こ

れらの取組に係る財源は，本学の目標である「研究力の強化」に資するための必要な経費

として，学長裁量経費の確保や東京工業大学基金を活用している。第２期中における支援

総額は，485,450千円となっている（資料 29－１）。 

これに加え，研究大学強化促進事業の経費を活用し，国際的な共同研究推進のための派

遣・招へい支援プログラム（資料 21－７），国際学術論文作成支援プログラム（資料 21－

８）を実施した。 

 

（資料 29－１）本学における研究支援策について 

支援策名称 設立年度 第 2期中期目標

期間の支援件

数 

第 2期中期目標

期間の支援金額

（単位：千円） 

挑戦的研究賞 平成 14年度 78 161,450 

「東工大の星」支援（STAR） 平成 25年度 11 220,000 

「研究の種発掘」支援 平成 24年度 63 48,000 

末松賞「研究の種発掘」支援 平成 27年度 2 4,000 

研究戦略室による研究支援 平成 26年度 10 52,000 

合 計 － － 485,450 

 

（研究大学強化促進事業実施分） 

若手外国人研究者の長期招へい（雇

用）支援プログラム 

平成 26年度 5 15,815 

国際的な共同研究推進のための派

遣・招へい支援プログラム 

平成 25年度 142 80,232 

国際学術論文作成支援プログラム 平成 25年度 665 47,978 

 

また，研究プロジェクトを推進し研究の強化を図るため，研究利用を目的として 6287.5

㎡の学長裁量スペース（研究利用）について，外部資金を獲得したプロジェクト研究及び

学内共同利用等のスペースとして戦略的に配分した。 

さらに，すずかけ台に完成した東京工業大学産学共同研究棟（J3棟）の J3レンタルラボ

ラトリーの運用を開始した（資料 29－２）。 
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（資料 29－２）東京工業大学 J3 レンタルラボラトリー 

 

出典：http://suzukake-rl.jp/jigyo.html 
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中期計画【30】「研究基盤の明確化とその整備・更新計画のマスタープランの改訂を進め

る。」に係る状況 

 

本学の学術研究設備を中・長期的な視野の下で計画的に整備し，適切に管理運営するこ

とを目的に策定した「東京工業大学における設備マスタープラン」（20年６月策定）の改定

を毎年度行った（資料 30－１）。さらに，全学的視点から研究インフラストラクチャーを抽

出するため，各部局保有の主な設備を対象に利用状況と共同利用の可能性等の調査を行い，

研究インフラストラクチャーの概念を整理するとともに，新規導入と更新のためのマスタ

ープランを検討し「研究インフラストラクチャーに関するマスタープラン」を 25年３月に

策定し（資料 30－２），これらに基づき計画を進めた。 

また，研究インフラマスタープランで整理した考え方に基づき，25 年度より文部科学省

「研究大学強化促進事業」の経費を確保し，設備の導入や既存設備の改修・整備を進め，

分析機器・工作設備等の充実，設備共用の促進を行うとともに（資料 30－３，４），「ナノ

テクノロジープラットフォーム事業」により，原子層堆積装置，マスクレス露光装置，集

束イオンビーム装置，近接効果補正システムを共用設備として新たに導入し，学内・学外

ユーザに向けて運用を開始した（資料 30－５）。さらに，27 年度には「世界トップ水準の

研究システム改革事業」により，学内機器の共用化の推進，利用の効率化，及び研究スペ

ースの効率的集約化を図ることを目的に研究設備管理・共用化システム及び全学研究スペ

ース管理システムを構築した（資料 30－６）。  

 

研究情報基盤としては，研究情報発信ウェブサイト「Tokyo Tech Research」を 26 年 10

月に公開したほか（資料 30－７），スーパーコンピュータ TSUBAME2.0，TSUBAME2.5 の運用

を開始し，性能向上を実現するなど省電力に努め，世界トップクラスマシンとして研究情

報基盤を充実した（資料 30－８，９）。 

 

（資料 30－１）東京工業大学における設備マスタープラン（改訂版）（抜粋）  

 

出典：東京工業大学における設備マスタープラン 
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（資料 30－２）研究インフラストラクチャーに関するマスタープラン（抜粋） 

 

出典：本学ホームページ http://www.rso.titech.ac.jp/docs/infra_masterplan.pdf 

 

（資料 30－３）研究大学強化促進事業（技術部執行分）による整備状況（抜粋）  

 

出典：研究企画課作成資料 
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（資料 30－４）環境報告書 2015：研究インフラストラクチャーに関するマスタープランに

より，基盤整備した事例 

 

出典：本学ホームページ

http://www.titech.ac.jp/about/disclosure/environment/report.html 
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（資料 30－５）「ナノテクノロジープラットフォーム事業」共同設備利用案内 

 

出典：文部科学省ナノテクノロジープラットフォーム事業ホームページ 

http://nanonet.mext.go.jp/yp/insti/IT.html 

 

（資料 30－６）世界トップ水準の研究システム改革事業について 

 

出典：研究企画課作成資料 
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（資料 30－７）Tokyo Tech Research トップページ（抜粋） 

 

出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/research/index.html 

 

 

（資料 30－８）スーパーコンピュータ TSUBAME2.0，TSUBAME2.5について 

 

出典：本学ホームページ http://www.gsic.titech.ac.jp/tsubame 
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（資料 30－９）スーパーコンピュータ TSUBAMEの性能向上について 

 
出典：本学ホームページ    http://tsubame.gsic.titech.ac.jp/node/963 
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出典：本学ホームページ http://www.titech.ac.jp/news/2013/024376.html 
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中期計画【32】「共同利用・共同研究拠点が、その機能の強化を図り、関連研究者との共

同利用・共同研究を推進し、もって当該分野の学術研究の発展を先導できるよう、支援

を行う。」に係る状況 

各共同利用・共同研究拠点において，関連分野の研究の発展のため支援を行った。 

応用セラミックス研究所は，「先端無機材料共同研究拠点」として，建築系では平成 26

年度に日本建築学会構造委員会等にヒアリングを行い，拠点強化のための課題として建築

構造，耐震工学面での貢献を更に向上させるための課題を抽出すると同時に，カリフォル

ニア大学，ネバダ大学など米国の地震工学研究機関との連携の強化を開始した。 また無機

系においても，日本セラミックス協会等コミュニティからの意見や要望をとりまとめ，検

討を開始した。更に国際ワークショップの開催等，活動推進により，第二期中における共

同利用研究総採択件数は 617件となり，各共同研究が進行した。なお，本拠点の科学技術・

学術審議会による期末評価においては A評価を受けた。 

資源化学研究所は，５研究所のネットワーク型による「物質・デバイス領域共同研究拠

点」として，物質組織化学領域部会における共同研究の公募の際に広報活動を見直し，よ

り多くの研究を支援した。また，第二期中における一般課題共同研究は 341 件，特定課題

共同研究は 35件となり，研究活動を推進した。また，拠点の期末評価においては S評価を

受けた。 

学術国際情報センターは，８大学情報基盤センターによるネットワーク型拠点として，

学際的な活動を推進するため，「学際大規模情報基盤共同利用・共同拠点」の共同研究とし

ての課題を第二期中にネットワーク拠点全体で 224件，うち東工大を利用する課題 47件を

採択し，増強したスパコン TSUBAME の計算資源を提供することで学術研究の発展を先導し

た。また，ネットワーク型学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点全体の期末評価に

おいて A評価を受けた。 

これらの成果により，各拠点は，28 年度以降も共同利用・共同研究拠点としての継続が

決定した。更に，これら既設の共同利用・共同研究拠点に加え，精密工学研究所が新規に

共同利用・共同研究拠点の申請を行った結果，28 年度から「生体医歯工学共同利用・共同

研究拠点」として認定が決定した。 
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中期計画【34】「社会のニーズに即した産官学連携を積極的に推進し、本学で創造された

知の国内外での応用・活用を促進する。また、本学で創造された知を政策策定・世論醸

成を通して社会に還元する。」に係る状況 

本学で蓄積した知を社会にて有効活用するため，産学連携推進本部において共同研究，

受託研究等の技術移転活動を積極的に進めた（資料 24－１，２）。特に共同研究は，リーマ

ンショック後の落込みから回復し，近年大幅に増加している。また，共同研究講座・部門

制度により，さらなる研究資金獲得を目指す大規模な産学連携を推進した（資料 24－３）。

さらに，大学発ベンチャーによる経済活性化に貢献するため，東工大発ベンチャーへの称

号を累計 72 社に授与した（資料 24－４）。 

特筆すべき成果として，24 年に科学技術振興機構との共催で，本学教員が発見した画期

的なアンモニア合成触媒をテーマに開催した緊急シンポジウム（資料 34－１）に係る課題

が，25 年に JST 戦略的創造研究推進事業（ACCEL）に選定され（資料 34－２），その後民間

企業との共同研究に発展し成果を得ている（資料 34－３）。 

また，産学連携における社会的貢献が大きい成果としては，精密工学研究所・進士忠彦

教授の研究成果の一部により，本学発及び東京医科歯科大学発ベンチャーの称号を有する

メドテックハート株式会社を 23 年８月に設立した。心臓移植や急速に普及が進む体内植え

込み型補助人工心臓への橋渡しポンプとして，また，人工心肺装置の中長期使用に向けた

キーデバイスとして実用化に向けた研究を推進し，24～25年度 NEDO イノベーション実用化

ベンチャー支援事業にも採択され，高い技術評価を受け開発を進めた（資料 34－４）。 

さらに，本学で創造された知を政策・社会ビジョン等の提示を通して社会に還元するた

め，政府審議会等を通じた知の提供を行うとともに（資料 24－８），「国民との科学・技術

対話」の活動として高校生・一般向け公開講演会等（資料 34－５），本学の最先端研究のダ

イナミズムを学外へ広く周知する講演会シリーズ“Tokyo Tech Inspiring Lecture Series”

（資料 25.2－６）を開催し情報発信を行った。さらに，本学ホームページに「Tokyo Tech 

Research」を立ち上げ，広く社会に向け研究成果や社会貢献の取組等の情報発信を積極的

に行った（資料 30－７）。 
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研究戦略室

（資料 34－１）緊急シンポジウム「Beyond Haber-Bosch Process: 

アンモニア合成のブレークスルーを目指して」シンポジウムプログラム（抜粋）

出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/news/file/press_20121122.pdf 

（資料 34－２）JST戦略的創造研究推進事業（ACCEL）に選定 

 出典：本学ホームページ 

http://www.titech.ac.jp/news/2013/023695.html 
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研究戦略室

（資料 34－３）ガラスがゴムになる ―エントロピー弾性を示す酸化物ガラスを実現― 

http://www.titech.ac.jp/news/2014/029263.html 

（資料 34-４）東工大発技術の活用事例 ～ メドテックハート株式会社 ～ 

出典：本学産学連携推進本部ホームページ 

http://www.sangaku.titech.ac.jp/document/2013/news_0501.html 
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研究戦略室

（資料 34－５）東京工業大学「国民との科学・技術対話」公開講演会パンフレット（抜粋） 

出典：総合プロジェクト支援センター作成資料 
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